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第１章 調査要領  

1. ⽬的  

沖縄県は、過度なマイカー依存により交通渋滞が慢性化しており、道路混雑時の旅⾏速度は東京 23

区等の三⼤都市圏を下回る低い⽔準となっている。時間に換算すると、⼈⼝ 1 ⼈あたり年間約 55 時間

を渋滞により失っていることとなり、⽣産性に悪影響をもたらしている。 

他⽅、沖縄県でも今後、⼈⼝減少・少⼦⾼齢化が⾒込まれており、⾼齢者や⼦どもをはじめ、誰にとっ

ても豊かで暮らしやすい地域づくりに向け、公共交通ネットワークの充実は重要である。 

全国では、地⽅鉄道や路線バスなどの公共交通の存続が深刻に懸念される中、利便性・持続可能

性・⽣産性が向上する形に地域交通を「リ・デザイン」し、地域の⾜（モビリティ）を確保する取組が進めら

れている。沖縄県においても、社会的動向も踏まえつつ、県⺠の⽇常⽣活及び社会⽣活の確保、活⼒あ

る都市活動の実現や観光等の交流促進、並びに環境負荷低減を図ることを⽬的に「沖縄県地域公共

交通計画」を策定（令和 6 年 5 ⽉）。当該計画に基づき、公共交通の充実に向けて取り組んでいくこ

ととしている。 

これらの社会的な動向を踏まえ、本調査では、沖縄本島内陸上交通の現状と課題を整理し、今後必

要な取組を提⾔することで、関係機関の公共交通の充実に向けた取組を促進することを⽬的としている。 

 

2. 調査内容  

調査対象 本島内を運⾏する公共交通機関（路線バス・モノレール）、⾏政機関等 

調査⽅法 各種統計の確認、調査対象へのアンケート調査・ヒアリング 

調査項⽬ 
(1) 現状の確認（社会環境・路線バス・モノレール・⾏政・事業者等） 
(2) 抽出した課題の整理 

調査時期 令和 6 年 11 ⽉ 8 ⽇〜令和 7 年 2 ⽉ 28 ⽇ 

実施主体 

・沖縄振興開発⾦融公庫 調査部 地域連携情報室(平良 貴洋、宮平 秀悟) 
・琉球⼤学 ⼯学部 准教授 神⾕ ⼤介 
・琉球⼤学 ⼯学部 社会基盤デザインコース 神⾕研究室  

修⼠２年 上間 ⼤輔 
学部 3 年 新⾥ 莉理、安部 徳哉、⽻⽣ 陽向、⽐嘉 悠 

協⼒ 
⾏政機関（内閣府沖縄総合事務局、沖縄県、那覇市、名護市、沖縄市、南城市）
沖縄都市モノレール株式会社 
⼀般社団法⼈沖縄県バス協会 
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第２章 調査要旨  

 「沖縄本島内における陸上交通の現状と課題に関する調査」の結果の要約は以下のとおり。 

第３章  

現状の確認 

（P4〜） 

＜社会環境＞ 
 那覇市の平⽇朝⼣平均旅⾏速度は全国平均の約 1/3 である 10.5km/h と全国

ワーストクラスの渋滞。⼈⼝ 1 ⼈あたり年間約 55 時間の可処分時間の減がもたらさ
れており、⽣活の質が低下。 

 沖縄県の通勤・通学での鉄道・バスの分担率は 6.2%と全国平均（26.7%）の
約 1/4。他⽅、⾃家⽤⾞の分担率は 66.1%と全国平均（46.9%）より約 20
ポイント⾼く、⾃動⾞が通勤・通学の主要な⼿段となっている。また、複数の交通⼿
段を使っての通勤・通学は全国が 10.3%に対し、沖縄県は 4.5%に留まる。 

 沖縄県の過去 5 年間の⾃動⾞保有台数の増加率は、平均 0.9%と全国平均
0.2%程度に⽐べて⾼い。また、20 年前と⽐較すると、全国の 9.7%の増加に対
し、沖縄県は 42.1%の増加と⾃動⾞の保有が急速に進んできた。 

 沖縄県の運転免許保有者数は右肩上がりに増加。令和 4 年の保有者 970,412
⼈のうち、65 歳以上の⾼齢者は約 2 割を占める。10 年前と⽐較すると、保有者は
7.9%（約 7.1 万⼈）増加。 

 沖縄県の⼩中学⽣の 27.6%が⾃家⽤⾞で通学しており、その移動時間は 5 分
~15 分が多い。⾼校・⼤学⽣も⾃家⽤⾞での通学が最も多く、44.0%である。 

＜陸上交通︓路線バス＞ 
 本島中南部都市圏には路線が張り巡らされており、特に国道 58 号、国道 330 号

沿線の運⾏本数が多い。他⽅、北部は路線が少なく、交通空⽩地域が⽬⽴つ。 
 沖縄本島の路線バス利⽤者は減少傾向が⻑く続き、令和 4 年の利⽤者数は約

2,130 万⼈と昭和 60 年（約 7,720 万⼈）に⽐べて約 72.4%も減少。 
 沖縄本島の路線バスの令和 4 年の営業収⼊は約 64 億円と平成 11 年（約 94

億 3,000 万円）の 7 割に満たない。⽋損が⽣じたバス路線を維持するための⾏政
（国・県・市町村）からの補助額は年々増加傾向にある。 

 県内各地での渋滞の慢性化から、バス事業者は時間帯によって到着の所要時間を
調整して時刻表を設定しているが、サンプルによる実地調査の結果、起点から終点ま
での所要時間は、ピーク時にはいずれの便も 9 分以上の遅れが⾒られた。また、利⽤
客の乗降に係る時間も運⾏の遅れに影響を及ぼしていることを確認。 

 沖縄県の路線バスの 6 カ⽉通勤定期代は、他の国内都市における同距離帯の公
共交通（鉄道・バス等）と⽐較して⾼い⽔準にあり、10km 圏で約 13 万円、
20km 圏だと約 20 万円に達する。また、定期券利⽤率は 11%と全国で最も低い
⽔準にある。 

 県内の路線バスではバリアフリー法に基づく取組が進み、平成 30 年 3 ⽉現在のノン
ステップバスの導⼊率が 70.1%（全国 8 位）と⾼いほか、⾞椅⼦利⽤者の乗降
⽀援についての乗務員への研修等、すべての利⽤者が安⼼してバスを利⽤できる環
境づくりに取り組んでいる。 
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 県内のバス運転者数は平成 29 年度（2,900 ⼈）をピークに減少傾向となり、令
和 4 年度には過去最低の 1,641 ⼈となった。また、令和 12 年には運転⼿の平均
年齢が 62.9 歳に達する⾒込み。 

 令和 6 年 10 ⽉時点の県内路線バス・観光バス・ホテル及び県外路線バス運転⼿
の待遇を⽐較したところ、県内路線バス運転⼿の待遇は決して良い条件とはいえず、
特に年間休⽇数は⽐較対象と⽐べて年間 30~40 ⽇も少ない。 

＜陸上交通︓モノレール＞ 
 乗客数は運⾏を開始した平成 15 年当時の年間 749 万 7,788 ⼈から、令和 5

年度の 1,994 万 8,279 ⼈へ⼤幅に増加。定期券利⽤率は運⾏当初の 7.8%
から令和元年度のてだこ浦⻄駅開業以降は 25%を超えて推移しており、⼤幅に増
加。 

 令和 5 年度の乗客数は、旭橋駅、おもろまち駅、⾚嶺駅では運⾏開始時の 2 倍
以上となっており、駅を中⼼としたまちづくりが利⽤促進に重要であることがわかる。 

 沖縄都市モノレールは平成 28 年度に⿊字化。コロナ禍により⾚字転落したものの、
近年は⾚字額を減少させており、今後の⿊字化が期待される。 

 令和元年 10 ⽉に県が設置したてだこ浦⻄駅パーク&ライド駐⾞場は、令和 5 年度
には定期契約実績が 745 台に達し、現在はキャンセル待ちの状況。令和 4 年度か
らは受託事業者が県からの指定管理料を得ることなく⿊字で運営し、県に納付⾦を
納めている。 

 沖縄都市モノレールにおいてもバリアフリー法に基づく取組が進み、乗り場の固定スロ
ープや係員による乗降⽀援、オストメイト対応設備など、誰もが利⽤しやすい環境づく
りに取り組んでいる。 

＜陸上交通︓その他（乗換案内等）＞ 
 乗継案内等の乗⾞環境を実地調査した結果、調査対象のうち⼀部のバスターミナ

ルを除き、わかりやすい乗り継ぎの案内がなされていないことを確認した。 
＜⾏政・事業者等＞ 
 各ヒアリング対象において、公共交通機関の利⽤促進や交通結節点の整備に向け

た取組が進められている。 
 その他、詳細は各ヒアリング先の実施結果参照。 
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第３章 現状の確認  

1. 確認⽅法  

社会環境、陸上交通、⾏政・事業者の３つの観点から、以下の項⽬について、各種統計や実地確

認、⾏政・事業者へのヒアリング等により得た情報を基に整理することで、県全体及び各地域における現

状の確認を⾏った。 
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2. 社会環境  

((11)) 沖縄県の渋滞  

令和３年度全国道路・街路交通情勢調査によると、那覇市の平⽇朝⼣平均旅⾏速度（混雑時

旅⾏速度）は全国平均（30.8km/h）の約 1/3 である 10.5km/h となっており、この数字は、東京

23 区（13.9km/h）や⼤阪市（14.0km/h）、名古屋市（15.4km/h）より低く、全国ワースト

クラスの渋滞が⽣じている状況。内閣府沖縄総合事務局によると、沖縄県全体では 81,446,875 時

間が渋滞により失われており、⼈⼝ 1 ⼈あたり、年間約 55 時間の可処分時間の減がもたらされている

など、⽣活の質の低下が懸念されている。 

 

図表 1 沖縄県の渋滞の状況 

 

 

((22)) 公共交通分担率  

令和２年国勢調査によると、沖縄県の通勤・通学での鉄道・バスの分担率は 6.2%となっており、全国

平均（26.7%）の約 1/4 に留まり、⼈⼝密度の近い兵庫県（35.1%）の 1/5 以下となっている。他

⽅、⾃家⽤⾞の分担率は 66.1%と全国平均（46.9%）より約 20 ポイント⾼く、兵庫県（36.1%）

の 2 倍近くとなっており、鉄道、バスといった公共交通ではなく、⾃動⾞が通勤・通学での主要な移動⼿

段であることが⽰されている。 

 

（出所）沖縄交通リ・デザイン協議会資料 
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図表 2 通勤・通学時の主な交通⼿段（公共交通分担率） 

 
 

また、通勤・通学における交通⼿段の種類を⽐較すると、全国では 10.3%、兵庫県では 13.6%が

複数の交通⼿段を使うのに対し、沖縄県では 4.5%に留まる。⾃動⾞での移動は直接⽬的地へ移動

する Door To Door が基本であるため、⾃動⾞交通が中⼼である沖縄では単⼀の交通⼿段での移動

が強く出ていることが考えられるほか、県⺠が路線バスやモノレール等の公共交通を複数乗り継いでの移

動を現実的に考えていないことが結果として⽰されているものと思われる。 

 

図表３ 通勤・通学で利⽤する交通⼿段の種類 

 
 

 

 

（出所）令和２年国勢調査 

（出所）令和２年国勢調査 
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図表 2 通勤・通学時の主な交通⼿段（公共交通分担率） 
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（出所）令和２年国勢調査 

（出所）令和２年国勢調査 
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((33)) ⾃動⾞保有台数の推移  

⼀般財団法⼈⾃動⾞検査登録情報協会によると、過去 5 年間の⾃動⾞保有台数の増加率は全

国が 0.1%~0.3%と平均 0.2%程度であるのに対し、沖縄県は 0.6%~1.7%と平均 0.9%となっており、

全国に⽐べて増加率が⾼い。令和 2 年と平成 12 年の⽐較では、全国の 9.7%の増加に対し、沖縄県

は 42.1%と⼤幅に増加している。 

 

図表 4 ⾃動⾞保有台数の推移 

 
 

都道府県別の同期間（令和 2 年対平成 12 年）の伸び率は、沖縄県が⼆位以下を⼤きく引き離

しての⼀位となっており、急激に⾃動⾞の保有が進んできたことがわかる。 

 

図表 5 平成 12 年から令和 2 年にかけての⾃動⾞保有台数の伸び率（都道府県別） 

 
 

 

((44)) 運転免許保有者数の推移  

沖縄県警察における令和４年版交通⽩書ダイジェストによると、沖縄県の運転免許保有者数は右肩

上がりに増加しており、令和 4 年の保有者は 970,412 ⼈、そのうち 65 歳以上の⾼齢者は 20.8%を占

めている。10 年前の平成 25 年と⽐較すると、運転免許保有者は 7.9%増加（70,980 ⼈増）、65

歳以上の⾼齢者は 75.7%増加した（86,885 ⼈増）。⾼齢化の進⾏に伴い、⾼齢者の保有者は今
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図表 6 沖縄県における運転免許⼈⼝の推移 

 

 

 

 また、免許種類別でみると、第⼀種運転免許の保有者はここ 20 年間で約 27%増加した⼀⽅、営利

⽬的で⼈を輸送する（バス・タクシーの運転⼿、公共交通機関の担い⼿）第⼆種運転免許の保有者

は約 6 万⼈から約 4 万⼈へ約 35%減少した（約 2 万⼈減）。 

 

図表 7 免許種類別保有者数の推移 

 

（出所）沖縄県警察 令和 4 年版交通⽩書ダイジェスト 

（出所）沖縄県提供資料「沖縄本島におけるバス交通の現状及び課題について」 
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((55)) 通学⼿段  

沖縄県の⼩中学⽣（15 歳未満）の 27.6%が⾃家⽤⾞で通学している。また、⾃家⽤⾞での移動

時間は 5 分~15 分が多い。 

⾼校⽣・⼤学⽣（15 歳~25 歳）では、⾃家⽤⾞利⽤が最も多く 44.0%を占めるが、路線バス利⽤

も 17.2%となっている。所要時間別にみると、所要時間 30 分以上の⾏動は路線バスと⾃家⽤⾞利⽤

が多く、25 分以内では、徒歩と同等か少し上回る程度の⾃家⽤⾞利⽤が⾒られる。 

 

図表 8 通学時の移動⼿段 

 

 

図表 9 通学時の徒歩・⾃家⽤⾞・公供交通の所要時間別トリップ数 

 

（出所）沖縄県地域公共交通計画 

（出所）沖縄県地域公共交通計画 

10 
 

3. 路線バス  

((11)) 運⾏状況  

「令和 6 年度運輸要覧（内閣府沖縄総合事務局）」によると、沖縄本島においては 9 社の路線バ

ス 166 系統が運⾏している。バス路線図をみると、沖縄本島中南部都市圏には路線が張り巡らされて

おり、特に国道 58 号、国道 330 号沿線の運⾏本数が多い。他⽅、本島北部は路線が少なく、交通

空⽩地域が⽬⽴つ。 

 

図表 10 沖縄本島のバス路線図 (2021 年 10 ⽉ 1 ⽇時点) 

 

 

 

((22)) 利⽤者数の推移  

沖縄本島の路線バスは、昭和 60 年には約 7,720 万⼈が利⽤していたが、減少傾向が⻑く続いてき

た。平成 15 年以降は下げ⽌まり、概ね横ばいの傾向が続いてきたが、新型コロナウイルス感染症の影

響もあり、令和 2 年には利⽤者数が再び⼤きく減少。令和４年の利⽤者数（約 2,130 万⼈）は令

和元年（約 2,600 万⼈）の約 82%まで回復しているものの、昭和 60 年に⽐べると約 72.4%も減少

している。 

 

（出所）「バスロケーションシステム、のりもの NAVI Okinawa、OTTOP」から取得したダイヤを基に作成 

※ バス停がある 500m メッシュ中⼼点間のリンクに運⾏本数の情報を付与して表現したバス路線図である 
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図表 11 沖縄本島の路線バス、モノレール、タクシーの利⽤者推移 

 

 

((33)) 営業収⼊とバス路線への補助額の推移  

沖縄本島の路線バスは、平成 11 年には約 94 億 3,000 万円の営業収⼊があったが、平成 21 年に

は約 66 億 8,800 万円に減少した。令和元年には約 75 億 300 万円まで回復したものの、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡⼤により令和 2 年には約 49 億 1,100 万円に⼤きく減少し、令和 4 年の営

業収⼊（約 64 億円）は平成 21 年の⽔準を下回っている。 

全国の路線バス事業における令和元年の営業収⼊は約 9,350 億円となっており、平成 11 年（約 1

兆 700 億円）に⽐べると 12.4%の減少に留まっていたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤により

令和 2 年には約 5,760 億円まで減少した。令和 4 年には約 6,730 億円まで回復している。 

 

 

 

 

（出所）沖縄県地域公共交通計画 
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図表 12 全国と沖縄本島の路線バス事業の営業収⼊の推移 

 
 

沖縄において、国・県・市町村は協調して２つの補助⾦を⽤意することで、運⾏により⽋損が⽣じたバ

ス路線を⽀援し、その維持を図っている。 

「沖縄県地域公共交通（陸上交通）確保維持改善事業費補助⾦（地域間幹線系統確保維持

費補助⾦）」は、⽣活交通確保維持改善計画に記載のある⽣活交通路線（複数市町村にまたがる

もの）の運⾏により⽣じた⽋損額に対し、国・県・市町村が協調して補助することで、その確保・維持・

改善を図っている。 

「沖縄県⽣活バス路線確保対策補助⾦（運⾏費補助⾦）」は、沖縄県⽣活交通確保維持協議

会において地域住⺠の⽣活に維持・確保が必要と認められた地域住⺠の⽣活交通に供する路線に対

し、県・市町村で協調して補助することで、その確保・維持を図っている。 

上記２つの補助⾦によりバス路線の運⾏による⽋損を補填し、確保・維持を図っているが、補助額は

年々増加傾向にある。 

図表 13 沖縄県におけるバス路線の⾚字に対する補助⾦額の推移 

 

（出所）運輸要覧、2023/2024 年度版（令和 5・6 年度）⽇本のバス事業を基に作成 

（出所）沖縄県提供資料「沖縄本島におけるバス交通の現状及び課題について」 
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((44)) 時刻表の設定と実際の定時性  

「沖縄県のバスは時間通りに来ない」とよく⾔われる。2-(1)で確認したとおり、那覇市の平⽇朝⼣旅⾏

速度は全国でもワーストクラスで渋滞が慢性化しているが、その他県内各地においても通勤時間帯等に

多くの渋滞が発⽣している。バス事業者は時間帯によってバスの到着に要する時間を調整して時刻表を

設定しており、具志川バスターミナルから那覇バスターミナルに向かう路線バスでは、時間帯によって最⼤

27 分の所要時間を上乗せして設定している。 

 

図表 14 各地から那覇バスターミナル向け路線バスのピーク・オフピーク時の所要時間の⽐較 

 

 

上記は各地から那覇バスターミナル向けのバス路線における終点までに要する所要時間であるが、実

際にその設定で定時性が保たれているのか、⼀部路線を実地調査にて確認した。 

 

 

（出所）沖縄県提供資料「沖縄本島におけるバス交通の現状及び課題について」 
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＜概要＞ 

所要時間⽐較表から２路線を選び、ピーク時とオフピーク時の時間帯（所⽤時間が最も⻑い便・短

い便）に起点から終点まで乗⾞したほか、那覇―コザ間を運⾏する基幹急⾏バスから 1 路線を選び、

ピーク時の時間帯（所⽤時間が最も⻑い便・短い便）に起点から終点まで乗⾞し、各バス停の着時刻

を確認。時刻表どおりに運⾏できているかを調査。 

 

＜対象路線＞ 

●「21 番（具志川 BT-那覇 BT）」 ※ピーク時とオフピーク時の所要時間差が最も⼤きい 

●「89 番（⽷満 BT-那覇 BT）」 ※ピーク時とオフピーク時の所要時間差が最も少ない 

※上記については、ピーク時・オフピーク時それぞれ定時性を実地確認。 

●「23 番（コザ-那覇 BT）」 ※基幹急⾏バスのうち、最も所要時間が⻑い便 

 

＜実施時期＞ 

 1 ⽉ 24 ⽇（⾦）  

 

＜結果概要＞ 

 設定時間と調査実績との差により遅れを算出したところ、ピーク時とオフピーク時で所要時間の遅れに

違いがみられ、オフピーク時には 5 分程度の遅れに留まるものの、ピーク時には 9 分以上の遅れが⽣じて

いることを確認した。ピーク時における渋滞が定時性の低下に影響していると考えられる。特に、⽷満 BT

―那覇 BT を運⾏する系統 89 番では、ピーク時の所要時間はオフピーク時よりも 13 分⻑く設定されて

いるにも関わらず、それに加えて 27 分の遅れが⽣じている。また、乗降者数が多いバス停における「前乗

り・前降り⽅式」に起因した遅れ、紙幣の両替や運転⼿への⾏先確認といった乗客の⾏動に伴う遅れも

確認された。 

図表 15 定時性実地調査の結果概要 

（出所）調査結果を公庫・学⽣で整理 

備考

設定 実績 遅れ 備考

21 具志川BT 那覇BT
2025/1/24（金）

曇り
ピーク
(7:01発）

67 137 146 9

21 具志川BT 那覇BT
2025/1/24（金）
晴れ（小雨：11時頃）

オフピーク
（10:00発）

67 90 94 4

89 糸満BT 那覇BT
2025/1/24（金）

曇り
ピーク
（7:05発）

41 67 94 27

89 糸満BT 那覇BT
2025/1/24（金）
晴れ（小雨：11時頃）

オフピーク
（10:40発）

41 54 59 5

23 コザ 那覇BT
2025/1/24（金）

曇り
ピーク
（7:31発）

15（対象区間） 72 91 19 基幹急行

所要時間（分）

系統番号 起点 終点 ピーク/オフピーク 経由バス停調査日・天候
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((55)) 通勤コスト・定期券利⽤率  

沖縄県には他の都道府県のような鉄道がなく、公共交通での移動は路線バスが中⼼となる。沖縄県

地域公共交通計画における記載によると、沖縄県の路線バスの６カ⽉通勤定期代は、他の国内都市

における同距離帯の公共交通（鉄道・バス等）と⽐較して⾼い⽔準にあり、10km 圏で約 13 万円、

20km 圏だと約 20 万円に達する。 

また、通勤・通学には定期券の利⽤が⼀般的だが、沖縄県においては⾃家⽤⾞による通勤・通学が

多いためか、定期券利⽤率は全国で最も低い⽔準（11%）となっている。 

 

図表 16 公共交通による通勤６カ⽉定期運賃の⽐較 

 

 
 

 

 

 

（出所）沖縄県地域公共交通計画 
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図表 17 都道府県別のバス（⼀般乗合定期率） 

 

 

((66)) 利⽤環境  

公共交通は、⾃動⾞を使⽤しない（できない）住⺠に対して、通勤、通学、買い物、通院などの移

動⼿段を提供し、⽇常⽣活を⽀える意義を有する。誰もが安⼼して移動できる社会を⽬指し、平成 12

年 5 ⽉には「⾼齢者、⾝体障害者等の公共交通機関を利⽤した移動の円滑化の促進に関する法律

（通称︓交通バリアフリー法）」が制定され、路線バスには新たに事業の⽤に供する場合において、⾞

椅⼦スペースを設けることや床⾯の地上⾯からの⾼さを 65cm 以下とすること等のバリアフリー基準への適

合が義務付けられた。平成 18 年には建築と交通に関するバリアフリー関連の法律を統合・拡充する「⾼

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称︓バリアフリー法）」が制定され、平成

30 年には全国におけるバリアフリー化を⼀層推進するために総合的な措置を講ずることを⽬的として改

正され、令和 2 年には「⼼のバリアフリー」の観点からソフト対策の強化が盛り込まれるなど、法整備と取

組の推進がなされている。 

沖縄県においても、上記の法整備に伴う取組が進んでおり、代表的な例として、⾼齢者、⾝体障がい

者、健常者がともに利⽤しやすく、安全性の⾼いノンステップバスの導⼊率 70.1%となっており（平成 30

年 3 ⽉現在）、47 都道府県で 8 位と全国でも⾼い導⼊率となっている（全国平均は 56.4%）。 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）沖縄県地域公共交通計画 
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図表 17 都道府県別のバス（⼀般乗合定期率） 
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図表 18 ノンステップバスの導⼊ 

 

 

図表 19 ノンステップバスの導⼊率（平成 30 年 3 ⽉現在） 

 
 

 

その他、聴覚にハンディのある利⽤者との円滑なコミュニケーションが図れるよう路線バスへの筆談具の

設置や、バスターミナルへのバリアフリー対応化粧室の導⼊がなされているほか、⾞椅⼦を利⽤している乗

客に対し丁寧に乗降⾞を⽀援できるよう乗務員への研修を⾏うなど、すべての利⽤客が安⼼してバスを

利⽤できる環境づくりに取り組んでいる。 

（出所）わったーバス党ＨＰより 

（出所）沖縄総合事務局資料を基に作成 
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図表 20 乗降者に⽀援が必要な利⽤者への案内 

 

 

((77)) 乗務員数の推移・路線バス運転⼿の待遇  

少⼦⾼齢化、⼈⼝減少等の影響もあり、全国的にバス業界は運転⼿不⾜が深刻となっている。沖縄

県も例外ではなく、近年のバス運転者数は、2017（平成 29）年度の 2,900 ⼈をピークに減少基調と

なり、2022（令和 4）年度には過去最低の 1,641 ⼈（前年度⽐▲23.1%）となった。 

 

図表 21 県内のバス運転者数の推移 

 

（出所）沖縄バス株式会社ＨＰより 

（出所）りゅうぎん総研「沖縄県内におけるバス・タクシー運転⼿不⾜の現状と課題解決に向けた検討」より 
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また、沖縄県によると、バス運転⼿の不⾜の要因として、①観光客の増加によるバス需要の増加、②

少⼦⾼齢化による次世代を担う若⼿の減少と定年退職者の増加、③バス運転⼿の時間外労働の上

限規制が挙げられており、令和 12 年には路線バスの運転⼿の平均年齢は 62.9 歳に達するとされてい

る。 

上記以外に考えられる要因として、県内路線バス事業者、県内観光バス事業者、県内ホテル事業

者、県外バス事業者の待遇を⽐較してみたところ、以下のとおりであった。 

 

図表 22 バス運転⼿（正職員）の待遇⽐較 

 
 

＜県内路線バス事業者×県内観光バス事業者＞ 

県内路線バス事業者の給与は、県内観光バス事業者の給与（賃⾦⽉額）に⽐べて最⼤額が低

く、賞与も同様。⼿当もその種類、⾦額ともに乏しい印象である。また、県内観光バス事業者の多くは昇

給があるのに対し、県内路線バス事業者は基本的に昇給がない。⼤きく差があるのは年間休⽇数であ

り、県内観光バス事業者の 107~108 ⽇に⽐べて約 30 ⽇も少ない。 

 

＜県内路線バス事業者×県内ホテル事業者＞ 

県内路線バス事業者の給与は、県内ホテル事業者の給与（賃⾦⽉額）に⽐べて 3~9 万円程度

低い。賞与は年２回あるものの、県内ホテル事業者に⽐べるとその額は少なく、昇給もない。他⽅、⼿

（出所）ハローワークにおける求⼈票（R6.10）等を公庫・学⽣で整理 
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当は県内ホテル事業者に⽐べ豊富である。年間休⽇数は最も差が⼤きく、県内ホテル事業者と⽐べて

約 40⽇も少ない。 

 

＜県内路線バス事業者×県外路線バス事業者＞ 

県内路線バス事業者の給与は、県外路線バス事業者の給与（賃⾦⽉額）に⽐べて 3~8万円程

度低い。また、賞与が年２回あるのは同じだが、県外路線バス事業者には決算賞与も設けられており、

業績に応じたインセンティブがあるほか、定期昇給も年に１回ある。県外路線バス事業者数の年間休⽇

数は県内観光バス事業者と同等程度の 105⽇となっており、県内路線バス事業者は約 30⽇程度、

その⽇数が少ない。免許を有しない職員に対しては、どちらも⼤型⼆種免許の取得⽀援制度が設けら

れているが、県外路線バス事業者がその費⽤を全て会社負担とするのに対し、県内路線バス事業者は

その費⽤を 3年分割で職員給与から差し引く形としており（ただし、免許取得後に祝い⾦を⽀給）、⽀

援内容については⼤きな差がある。 

以上の⽐較を踏まえると、県内路線バス事業者の待遇は⼀⽇の勤務時間が⽐較対象に⽐べて 1

時間短いとはいえ、他の類似業務を担う事業者や県外路線バス事業者の待遇と⽐較して、決して良い

条件とはいえない。特に年間休⽇数は⽉平均 6⽇程度であり、⽐較した対象とも年間 30⽇~40⽇の

差が⽣じている。社会全体の流れとして働き⽅改⾰が進む中で、ワークライフバランスのとれた勤務条件

の整備が求められる。 

 

((88)) バスターミナルの状況  

⾃動⾞ターミナル法では、バスターミナルは、乗合バスの旅客の乗降のため、乗合バス⾞両を同時 2両

以上停留させることを⽬的とした施設で、道路の路⾯や駅前広場など⼀般交通の⽤に供する場所以外

の場所に同停留施設を持つものとされている（⾃動⾞ターミナル法第４条第６項）。なお、本法令に

該当しない停留施設も、⼀般的に「●●バスターミナル」と呼ばれることがある。 

バスターミナルには、複数のバス会社が乗り⼊れる「⼀般バスターミナル」と、バス会社が⾃社⽤に設置し

た「専⽤バスターミナル」がある。令和５年３⽉末現在、沖縄県には⼀般バスターミナルが１施設、専⽤

バスターミナルが４施設ある。 
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図表 23 沖縄県内のバスターミナル

 

 

4. モノレール  

((11)) 運⾏本数  

沖縄都市モノレールは、平成 15 年 8 ⽉に那覇空港駅から⾸⾥駅まで 2 両編成で運⾏を開始。運

⾏開始当時の運⾏本数は計 202 本。令和元年 10 ⽉にはてだこ浦⻄駅まで運⾏区間を延⻑し、運

⾏本数は運⾏開始当時に⽐べて 74 本多い計 276 本となった。令和 5 年 8 ⽉には３両編成の⾞両

が運⾏を開始するとともに始発時刻を 5 時台に繰り上げ、計 264 本となっている（令和 7 年 2 ⽉現在

の平⽇ダイヤは 284 本運⾏。）。 

 

図表 24 沖縄都市モノレールの路線図 

 
（出所）沖縄都市モノレール HP 

（出所）令和５年度運輸要覧 
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図表 25 沖縄都市モノレールの運⾏本数の移り変わり 

 

 

((22)) 乗客数の推移  

那覇空港から⾸⾥駅の運⾏を開始した平成 15 年度当時の乗客数は年間 749 万 7,788 ⼈。乗客

数は平成 21 年度に⼀時的に減少したものの、それ以降は毎年度増加を続け、令和元年度には

1,975 万 6,806 ⼈を記録した。令和２年度には新型コロナウイルス感染症の影響もあり前年度の半数

近くまで乗客数を減らしたが、令和 5 年度には 1,994 万 8,279 ⼈と過去最⾼の乗客数となり、⼊域観

光客数の増加に伴い、今後も増加していくことが期待される。 

 

図表 26 沖縄都市モノレールの年度別乗客数の推移 

 

（出所）沖縄都市モノレール 20 年のあゆみ 

（出所）沖縄都市モノレール株式会社 HP を基に作成 
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また、定期券の利⽤は、開業当初の 7.8%（平成 15 年度︓2,482 ⼈）から徐々に増加し、令和 3

年度には 33.1%（10,667 ⼈）に達した。令和 4 年度は観光客の増加によりその割合は 26.2%と減

少しているが、定期券利⽤者数は令和元年度のてだこ浦⻄駅開業以降着実に増加していることがわか

る。 

 

図表 27 1 ⽇あたり乗客数に占める定期券利⽤者の割合の推移 

 
 

駅ごとの乗客数は、⾸⾥駅（70.7%）及び儀保駅（93.1%）において運⾏開始時と⽐べて減少し

ているものの、その他の駅はすべて増加している。特に、旭橋駅（249.3%）、おもろまち駅

（243.1%）、⾚嶺駅（229.1%）は運⾏開始当時の２倍以上の乗客数となっている。これらの駅に

共通するのは、商業施設に隣接または近接していることであり、駅を中⼼としたまちづくりが利⽤促進に重

要であることがわかる。 

 

図表 28 駅別乗客数の推移（1 ⽇あたり） 

 
 

（出所）沖縄都市モノレール 20 年のあゆみを基に作成 

（出所）沖縄都市モノレール 20 年のあゆみを基に作成 
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((33)) 収益の推移  

開業当初（平成 15 年度）は約 17 億 7,100 万円の当期純損失を計上したが、乗客数の増加とと

もに⾚字額は減少し、平成 28 年度には⿊字化を果たした。新型コロナ感染症の影響もあり、令和２

年度には約 13 億 8,000 万円の⾚字に転落してしまったが、令和 5 年度には約 1 億 2,600 万円まで

⾚字額を減少させており、乗客数の増加に伴い今後の⿊字化が期待される。 

 

図表 29 収益の推移 

 

 
（出所）沖縄都市モノレール 20 年のあゆみ 
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（出所）沖縄都市モノレール 20 年のあゆみ 
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((44)) てだこ浦⻄駅パーク＆ライド駐⾞場の定期契約実績と収⽀の推移  

令和元年 10 ⽉に開業したてだこ浦⻄駅には、モノレールと⾃動⾞のスムーズな乗り継ぎを可能とする

等の結節機能を充実させ、⾃動⾞から公共交通機関への転換を促進し、交通混雑の緩和及び環境

負荷の低減を図ることを⽬的として、パーク＆ライド駐⾞場が整備されている（収容可能台数︓992

台）。当該駐⾞場の定期契約実績は、令和元年度は 377 台にとどまったものの年々増加し、令和 5

年度には 745 台に達し、現在はキャンセル待ちの状況となっている。また、当該駐⾞場は所有する沖縄

県から委託された事業者が指定管理を⾏っているが、定期契約実績の増等により利⽤料⾦収⼊が⼤

幅に増加したことから、令和 4 年度からは県からの指定管理料を得ることなく⿊字で運営し、県に納付

⾦を納めている。 

 

図表 30 てだこ浦⻄駅パーク＆ライド駐⾞場の定期契約実績と収⽀の推移 

 
 

 

図表 31 てだこ浦⻄駅パーク＆ライド駐⾞場募集チラシ 

 

（出所）指定管理者制度導⼊施設モニタリングシート（てだこ浦⻄駅）を基に作成 

（出所）沖縄県 HP 
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((55)) 利⽤環境  
3-(7)で述べたとおり、⾼齢者、障害者等の移動及び施設利⽤の利便性及び安全性を向上させ

るため、モノレールにおいても旅客施設及び⾞両等について公共交通移動等円滑化基準に

沿った必要な措置を実施している。 

沖縄都市モノレールにおける全ての駅（19 駅）の乗り場に固定スロープが設置されてお

り、希望者に対しては係員が渡り板を設置して乗降の⽀援を⾏うほか、福祉トイレにおけ

るオストメイト対応設備やベビーシート、ベビーキープ、温⽔シャワーの設置、⼩さな⼦

どもでも理解できるよう漢字へのふりがな表⽰など、誰もが利⽤しやすい施設づくりに努

めている。 

バリアフリー法では、交通事業者等は旅客施設及び⾞両等を主務⼤⾂が定める「公共交

通事業者等が達成すべき⽬標」を達成するための計画を作成・報告・公表することが義務

づけられており（バリアフリー法第 9 条の 4、第 9 条の 5、第 9 条の 6）、沖縄都市モノレ

ールの取組は HP で確認することができる。 

 

図表 32 沖縄都市モノレールにおけるバリアフリーの状況 

 

 
（出所）沖縄都市モノレール HP 
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図表 33 移動円滑化取組報告書（沖縄都市モノレール） 

 

 

5. その他（乗り継ぎ案内等の確認︓バス停・バスターミナル等・モノレール駅）  

公共交通の利⽤促進には、バス・モノレールの乗継等の乗⾞環境が重要であるため、バス停、バスターミ

ナル及びモノレール駅を数か所選定し、乗り継ぎの案内表⽰等について実地調査を⾏った。 

 

((11)) 実施概要  

バス停、バスターミナル及びモノレール駅について、乗り継ぎ環境等を実地調査。①乗り継ぎ案内、②

バス待ち環境、③待ち時間に利⽤できる周辺施設等の３点を確認。 

 

((22)) 実施箇所  

ア バス停（５箇所） 

平成 18 年度沖縄中南部都市圏パーソントリップ調査を参考に、利⽤者が多く、交差点付近に

あるバス停等を選定。 

●利⽤者が多く、交差点付近にあるバス停（４箇所） 

・胡屋（沖縄市） 

・普天間（宜野湾市） 

（出所）沖縄都市モノレール HP 
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・与那原（与那原町） 

・牧港（浦添市） 

●その他（1 箇所） 

・沖縄タイムス前 ※デジタルサイネージでの運⾏状況等の表⽰ 

 

イ バスターミナル等（４箇所） 

北部・中部・南部において結節機能が求められるバスターミナルに加え、中核地を中⼼としたバス

網の整備を進めている南城市役所を選定。 

●各地域のバスターミナル（3 箇所） 

・那覇バスターミナル（⼀般バスターミナル） 

・具志川バスターミナル（専⽤バスターミナル） 

・名護バスターミナル（専⽤バスターミナル） 

●その他（1 箇所） 

・南城市役所 ※南部地区での結節点整備に向けた動き 

 

ウ モノレール（６駅） 

ゆいレールを運⾏する沖縄都市モノレール株式会社 HP に掲載された駅別乗客数を参考に、

令和５年度実績で乗客数の多い３駅と特に結節機能が求められる駅を調査。 

●乗客数の多い駅（３駅） 

 ・那覇空港駅（R5 乗客数︓7,175 ⼈） 

 ・県庁前駅（R5 乗客数︓6,549 ⼈） 

 ・おもろまち駅（R5 乗客数︓5,158 ⼈） 

●特に結節機能が求められる駅（３駅） 

 ・てだこ浦⻄駅（起終点） 

 ・旭橋駅（那覇バスターミナルとの結節） 

 ・⾸⾥駅（旧起終点、那覇東部⽅⾯バス路線への結節） 

 

((33)) 実施時期  

令和６年 11 ⽉~令和７年１⽉ 
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・与那原（与那原町） 

・牧港（浦添市） 
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・南城市役所 ※南部地区での結節点整備に向けた動き 

 

ウ モノレール（６駅） 

ゆいレールを運⾏する沖縄都市モノレール株式会社 HP に掲載された駅別乗客数を参考に、

令和５年度実績で乗客数の多い３駅と特に結節機能が求められる駅を調査。 

●乗客数の多い駅（３駅） 

 ・那覇空港駅（R5 乗客数︓7,175 ⼈） 

 ・県庁前駅（R5 乗客数︓6,549 ⼈） 

 ・おもろまち駅（R5 乗客数︓5,158 ⼈） 

●特に結節機能が求められる駅（３駅） 

 ・てだこ浦⻄駅（起終点） 

 ・旭橋駅（那覇バスターミナルとの結節） 

 ・⾸⾥駅（旧起終点、那覇東部⽅⾯バス路線への結節） 

 

((33)) 実施時期  

令和６年 11 ⽉~令和７年１⽉ 
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((44)) 実施結果  

ア バス停（５箇所） 

(ア) 路線バス間の乗り継ぎ案内 

調査対象とした５箇所のバス停は、デジタルサイネージや路線図等の案内板があるバス停も

あれば、全く案内のないバス停もあり、バス停毎に差が⼤きい。⾼規格ではなくとも、どの⽅⾯へ

⾏くにはどのバス路線に乗る必要があるのか、最低限わかりやすい案内が求められる。 

また、同じ名称のバス停が複数ある箇所については、乗り場の誤認を防ぐため、名称の変更な

どの⼯夫が必要ではないか。 

(イ) バス待ち環境 

調査対象とした５箇所のバス停のうち、上屋と椅⼦が設置されているバス停は⼀部のみであっ

た。⾬天でも安⼼して利⽤でき、⾼齢者等もベンチに座ってのんびりとバスを待てるようなバス待

ち環境の充実が期待される。 

(ウ) 待ち時間に利⽤できる周辺施設等 

各バス停の⽴地により様々であるが、多くのバス停付近にはコンビニやスーパーが⽴地してい

る。 

 

図表 34 バス停実地調査まとめ 

 
 

 

 

 

 

 

 

（出所）実地調査結果を公庫・学⽣で整理 
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沖縄タイムス前バス停                牧港バス停 

 
 

 

イ バスターミナル等（4 箇所） 

(ア) 路線バス間の乗り継ぎ案内 

近年整備された那覇バスターミナル及び南城市役所では、デジタルサイネージによりバスの発

⾞時刻、ルート、乗り場といった情報を確認することができる。具志川、名護のバスターミナルにお

いても⼀定の案内がなされているが、周辺を通過する「⾃社以外のバス」への乗り継ぎに係る案

内はなく、利⽤者視点に⽴った案内が求められる。 

(イ) 周辺バス停のバス待ち環境 

各バスターミナルには待合所、乗り場にベンチや屋根等が設置されており、バス待ち環境は整っ

ている。 

 

(ウ) 待ち時間に利⽤できる周辺施設等 

那覇バスターミナルは⼊居するカフーナ旭橋内に多くの飲⾷店等があり、待ち時間を有効に活

⽤することができるが、その他のバスターミナルでは飲⾷や買い物等ができるものは多くなく、利⽤

促進に向けた周辺環境の整備・連携による賑わいの創出が期待される。 

 

 

 

 

 

 

（出所）実地調査時に公庫・学⽣が撮影 （出所）GoogleMaps より取得 
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（出所）実地調査時に公庫・学⽣が撮影 （出所）GoogleMaps より取得 
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図表 35 バスターミナル等実地調査まとめ 

 
 

那覇バスターミナル 

  
 

具志川バスターミナル 

  

 

 

 

 

 

 

（出所）実地調査結果を公庫・学⽣で整理 

（出所）那覇バスターミナル HP （出所）実地調査時に公庫・学⽣が撮影 

（出所）実地調査時に公庫・学⽣が撮影 
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名護バスターミナル 

  
 

南城市役所 

  
 

 

ウ モノレール駅（6 駅） 

(ア) 路線バスとの乗り継ぎ案内 

各駅において周辺のバス停から各地への乗り継ぎが可能であるが、起終点以外の駅には基本

的に乗り継ぎに係る案内はない。てだこ浦⻄駅には案内はあるものの、⾒つけづらく、分かりにく

い。 

おもろまち駅の駅前広場には、「おもろまち駅前広場情報センター・待合所」があり、発着する

バス路線の時刻表などが壁に貼られているが、「どの⽅⾯に⾏く場合には、どの乗り場でどの路線

に乗ればよい」というような案内はなく、調査時に利⽤者はいなかった。駅の改札⼝付近に乗り

継ぎ案内の表⽰はなく、利⽤者視点に⽴った案内を求めたい。 

(イ) 周辺バス停のバス待ち環境 

駅周辺のバス停には概ね上屋やベンチの設置がなされており、バス待ち環境は⽐較的整って

いる。 

 

（出所）実地調査時に公庫・学⽣が撮影 

（出所）実地調査時に公庫・学⽣が撮影 
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名護バスターミナル 
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ウ モノレール駅（6 駅） 
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いる。 

 

（出所）実地調査時に公庫・学⽣が撮影 

（出所）実地調査時に公庫・学⽣が撮影 
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(ウ) 待ち時間に利⽤できる周辺施設等 

どの駅にも周辺にはコンビニや飲⾷店が⽴地しており、店舗数や種類に差はあるものの、待ち

時間にそれらを利⽤することが可能。 

 

図表 36 モノレール駅実地調査まとめ 

 
 

 

那覇空港駅 

  
 

 

おもろまち駅 

  
 

（出所）実地調査結果を公庫・学⽣で整理 

（出所）実地調査時に公庫・学⽣で撮影 

（出所）沖縄都市モノレール株式会社 HP （出所）実地調査時に公庫・学⽣で撮影 
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てだこ浦⻄駅 

  
 

 

6. ⾏政・事業者等  

近年、沖縄本島では各圏域での交通結節点整備に向けた取組が盛んになっていることから、⾏政や事

業者等における本島内公共交通（バス・モノレール）の現状・課題の認識と、⽅針・計画、取組状況等

について、ヒアリングにより情報を補完した。 

((11)) 実施対象  

近年の取組を踏まえ、以下を対象としてヒアリングを実施。 

●内閣府沖縄総合事務局（沖縄交通リ・デザイン等） 

●沖縄県（沖縄県総合交通体系基本計画、沖縄県地域公共交通計画、乗りほーDAY 等） 

●那覇市（那覇市総合交通戦略、LRT 検討等） 

●沖縄市（沖縄市交通拠点整備基本構想、胡屋バスターミナル整備に伴うまちづくり等） 

●名護市（名護市総合交通ターミナル整備基本計画等） 

●南城市（南城市地域公共交通再編実施計画、N バス等） 

●沖縄都市モノレール株式会社（運⾏事業者） 

●沖縄県バス協会（関連団体） 

 

((22)) 実施時期  

令和６年 12 ⽉~令和７年２⽉ 

 

((33)) 実施結果  

ア 内閣府沖縄総合事務局（令和 6 年 12 ⽉ 3 ⽇実施） 

(ｱ) 国における公共交通の現状・課題の認識と⽅針 

（出所）てだこ浦⻄駅パークアンドライド駐⾞場 HP （出所）実地調査時に公庫・学⽣で撮影 

てだこ浦⻄駅パークアンドライド駐⾞場  
↓  
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●那覇市（那覇市総合交通戦略、LRT 検討等） 

●沖縄市（沖縄市交通拠点整備基本構想、胡屋バスターミナル整備に伴うまちづくり等） 

●名護市（名護市総合交通ターミナル整備基本計画等） 

●南城市（南城市地域公共交通再編実施計画、N バス等） 

●沖縄都市モノレール株式会社（運⾏事業者） 

●沖縄県バス協会（関連団体） 

 

((22)) 実施時期  

令和６年 12 ⽉~令和７年２⽉ 

 

((33)) 実施結果  

ア 内閣府沖縄総合事務局（令和 6 年 12 ⽉ 3 ⽇実施） 

(ｱ) 国における公共交通の現状・課題の認識と⽅針 

（出所）てだこ浦⻄駅パークアンドライド駐⾞場 HP （出所）実地調査時に公庫・学⽣で撮影 

てだこ浦⻄駅パークアンドライド駐⾞場  
↓  
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・国では、地域の公共交通リ・デザイン実現会議での議論を踏まえ、令和 6 年 6 ⽉に「地域の公

共交通リ・デザイン連携・協働指針」として国としての今後の⽅向性等を⽰した。 

・当該指針では、公共交通の利⽤者減少、様々な分野での⼈⼿不⾜、⽇常⽣活における地域

交通の重要性の増⼤等を踏まえ、地域のあらゆる関係者が連携・協働し、地域交通のリ・デザ

インと地域の社会的課題の解決に向け、⼀体的に検討を進める必要性を指摘し、地域類型を

４つ（①交通空⽩地、②地⽅中⼼都市、③⼤都市、④地域間）に分け、その分類ごとに取

り組みの⽅向性を整理。また、多様な主体の連携・協働に向け、①環境の醸成、②連携・協

働の取組の実装、③先導的・先⾏的取組の加速化を必要としている。 

(ｲ) 内閣府沖縄総合事務局における沖縄の公共交通（陸上交通）の現状・課題の認識 

・類似規模の都市と⽐較しても⾃動⾞による移動が多い点や渋滞による時間の損失等の直接

的な交通に関する課題のほか、300 万円未満の所得層が県⺠全体の約 50%を占めること、実

質賃⾦の低下による消費への影響等を踏まえ、「企業や個⼈の⾏動変容」と「交通サービスデザ

イン・機能の再構築」の取組を県⺠挙げて推進することとしている。 

 

図表 37 沖縄交通リ・デザイン県⺠運動推進会議     図表 38 交通ネットワークイメージ 

  
 

 

(ｳ) 課題を踏まえた⽅針・取組の進捗状況 
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通が沖縄のくらしや企業活動にどのように貢献できるか、そのために必要な交通や利⽤環境のあり

⽅について検討する「沖縄交通リ・デザイン」に令和 5 年度から取り組んでいる。 

・令和 5 年度は２度の PI（パブリック・インボルブメント）を実施し、１回⽬の PI（11 ⽉〜12

⽉）では、沖縄の社会・交通の課題を提⽰し、ありたい姿を問いかけ、２回⽬の PI（2 ⽉）で

は、ありたい姿の実現に必要な交通・まちのイメージについて問いかけた。また、PI に並⾏して実

（出所）沖縄交通リ・デザイン資料より引⽤（⼀部加⼯） 
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施された４回の「沖縄交通リ・デザイン実現検討会」では、PI 結果の共有と、取組の⽅向性につ

いて議論し、「ありたい姿」を整理。 

・令和 6 年度は、令和 5 年度に整理した「ありたい姿」の実現に向け、企業や個⼈のアクションを

後押しするプラットフォームとして「沖縄リ・デザイン県⺠運動推進会議」を⽴ち上げ、「ライフスタイ

ルの転換」と「公共交通の利便性向上」に向け、取組を推進。交通関係に留まらず幅広い分野

の関係機関を集めて議論し、9 ⽉ 19 ⽇に県⺠全体で交通や都市のリ・デザインに取り組むことを

宣⾔する「沖縄交通リ・デザイン官⺠共同宣⾔」を発出。その他、住⺠・企業向け PI や通勤・通

学時における⾏動変容調査を進めている。 

 

図表 39 沖縄交通リ・デザイン官⺠共同宣⾔ 

 
 

 

イ 沖縄県（令和 6 年 12 ⽉ 10 ⽇実施） 

(ｱ) 沖縄県における本島内陸上交通の現状認識 

・沖縄県では、⾃動⾞保有台数が昭和 60 年度から 2.5 倍に増加する⼀⽅、公共交通の利⽤

者は約 52%減少。 

・中南部都市圏パーソントリップ調査によると、平成 18 年の⾃家⽤⾞の利⽤割合は約 68%。

昭和 52 年の調査結果と⽐較して約 2 倍に増加。 

・令和 4 年の県内の⼀種免許保有者は平成 15 年と⽐較して約 27%増加している⼀⽅、⼆種

免許保有者は約 35%減少しており、公共交通の担い⼿が減少。 

・県内の路線バスの乗客数は、昭和 60 年と⽐較すると約 72%減少。⼀⽅で⾛⾏総数（キ

ロ）は約 36%減少に留まっている。 

（出所）内閣府沖縄総合事務局「Muribushi11 ⽉ 12 ⽉号」 
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・那覇市の平⽇混雑時旅⾏速度は三⼤都市圏よりも低い状況であり、朝のピーク時には所要時

間が最⼤約 30 分⻑くかかってしまう。 

・現在は、①⾃家⽤⾞利⽤の増加→②交通渋滞発⽣→③バスのサービスレベル低下→④バス

利⽤者減少に伴う事業者・担い⼿の収⼊の減少という負のスパイラルの状況にあることから、過度

な⾃家⽤⾞利⽤から適度な公共交通利⽤へ転換していく必要がある。 

 

図表 40 路線バスを取り巻く課題と解決に向けて 

 

 

(ｲ) 現状・課題を踏まえた各種⽅針・計画で⽰す⽅向性 

・沖縄県では、「総合交通体系基本計画」と「沖縄県地域公共交通計画」があり、前者は 20

年間の⻑期間にわたる計画で交通分野の構想を⽰したもの。後者は、本島内陸上交通におけ

る幹線的な公共交通を対象とした指針。 

・⻑期的には那覇-名護を 1 時間で結ぶ鉄軌道をはじめとした公共交通システムの導⼊を、短

期・中期的には中南部都市圏の⾻格軸を形成する基幹バスシステムの導⼊等を⽬指す。 

 

（出所）沖縄県提供資料「沖縄本島におけるバス交通の現状と課題について」 
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図表 41 上位関連計画との関係                   図表 42 多核連携型都市構造 

  
 

 

(ｳ) 計画等に⽰す具体的な取組についての進捗状況 

・公共交通の利⽤促進 

→「わった〜バス党」を通した各年齢層に対する広報活動を実施。路線バスの利⽤機会を提

供することによりバス利⽤への転換を促進するため、令和 6 年 9 ⽉には⽔曜⽇及び⽇曜⽇に

ほぼ全ての路線バス及びコミュニティバスの運賃を終⽇無料とする「わった〜バス感謝祭 乗り

ほ〜DAY」を実施。詳細結果は整理中だが、無料にした⽔曜⽇は通常の 1.2 倍、⽇曜⽇は

３倍の利⽤客があった。乗客の定着については、引き続き利⽤者の推移を⾒て確認したい。 

・バスのサービスレベル向上（定時性・便数等）に向けた取組 

→バスレーンの延⻑、基幹急⾏バスの運⾏、バス停のグレードアップ、ノンステップバスの導⼊な

どを実施。 

・持続可能な運⾏への取組 

→⽣活バス路線の運⾏による⽋損額への国・市町村との協調補助などを実施。 

 

図表 43 公共交通の利⽤を促進する取組         図表 44 バスサービスレベル向上に向けた取組 

  

（出所）沖縄県地域公共交通計画概要版 （出所）沖縄県地域公共交通計画概要版 

（出所）沖縄県提供資料「沖縄本島におけるバス交通の現状と課題について」 
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図表 45 わった〜バス感謝祭 乗りほ〜DAY 

 
 

 

ウ 那覇市（令和 7 年 1 ⽉ 7 ⽇実施） 

(ｱ) 那覇市内における公共交通の現状認識 

・那覇市では、交差点等の多くが主要な渋滞区間・箇所となっており、混雑時旅⾏速度は三⼤

都市圏よりも遅い。交通渋滞の緩和のため、市内への⾃動⾞の流⼊の抑制と公共交通の利⽤

促進が必要。 

・モノレール沿線ではモノレールの利⽤者が⽐較的多いものの、市全体では⾃家⽤⾞の利⽤割合

が最多となっている状況。⾞（クルマ）への依存度は依然として⾼く、公共交通の利便性を⾼

め、「⼈（ヒト）中⼼のまち」を形成していく必要がある。 

・バスの課題としては、路線が複雑であることや重複区間が多いこと。那覇市⺠意識調査では、

公共交通への不満として定時性の低さや路線のわかりづらさ、乗り継ぎが不便といった点が挙げら

れており、これらを解消していく必要がある。 

(ｲ) 現状・課題を踏まえた各種⽅針・計画で⽰す⽅向性 

・那覇市は、交通の基本的なあり⽅や総合交通体系などを⽰した「都市の将来像」と、その実現

に向けて取り組むべき「ハード・ソフト施策」を盛り込んだ「那覇市交通基本計画（20 年計画）」

と、交通基本計画で掲げた施策を着実に実施していくための短中期的な取組を取りまとめた「那

覇市総合交通戦略」を策定しており、当該計画・戦略に基づき取組を進めている。 

（出所）わった〜バス感謝祭 乗りほ〜DAY チラシ 
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・「那覇市交通基本計画」では、「なはの⾃然・⽂化が息づく交通まちづくり〜⼈中⼼のまちづくり

をめざして〜」を基本理念、「誰もが移動しやすいまちをつくる」を基本⽬標に、「①交通に対する

意識改⾰」、「②公共交通利⽤環境の向上・充実」、「③多様な移動⼿段の利⽤環境の向上・

充実」、「④体系的な道路網の整備」を４つの施策の⽅向として各種施策を展開。 

・また、那覇市地域公共交通網形成計画を策定し、基幹的公共交通の導⼊を掲げ、構想段

階における那覇市 LRT 整備計画素案を作成、現在は計画段階で、道路管理者等の関係機

関と協議を進めている。 

 

図表 46 交通まちづくり計画の全体構成 

 

 

 

（出所）第⼆期那覇市総合交通戦略 
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図表 47 那覇市 LRT 整備計画素案（概要版） 

 

 

 

(ｳ) 計画等に⽰す具体的な取組についての進捗状況 
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（出所）那覇市 LRT 整備計画素案（概要版） 
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図表 48 那覇市公共交通ハンドブック（抜粋） 

 
 

エ 沖縄市（令和 7 年 1 ⽉ 14 ⽇実施） 

(ｱ) 沖縄市内における公共交通の現状認識 

・沖縄市の⾃動⾞保有台数は年々増加。平成 27 年度の 92,639 台から、令和３年度には

102,509 台と約１割増加。 

・沖縄市⺠の通勤先・通学先は、市内と市外がそれぞれ半数程度だが、近年は市外の割合が

増加傾向にある。 

・沖縄市⺠の交通分担率は⾃家⽤⾞が⼤きな割合を占めている（74.5%）。⾃動⾞のみに依
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・市⺠アンケート調査結果では、バスを利⽤する上で課題と感じることとして、「時間どおりに来な

い」が最も多く、「バス停に屋根や椅⼦がない」等、環境⾯を挙げる意⾒も多い。 

 

 

 

 

 

（出所）那覇市 HP 
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（出所）那覇市 HP 
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図表 49 沖縄市⺠の交通分担率       図表 50 バスで移動する上で問題に感じること 

 

 

(ｲ) 現状・課題を踏まえた各種⽅針・計画で⽰す⽅向性 

・平成 28 年３⽉に「沖縄市交通基本計画」を策定し、「⼈・⽂化・環境を⼤切にする交通まち

づくり」を基本理念、「①⼈の暮らしを⽀える、安全・安⼼なまち」、「②⽂化を育み、魅⼒あふれる

まち」、「③環境にやさしく、将来につなぐまち」を⽬標像としており、各⽬標に紐づく基本⽅針と交

通施策⽅針を⽰している。 

・「基本⽅針３ 誰もが利⽤可能な魅⼒ある公共交通の実現」では「交通施策⽅針⑤ 将来

公共交通システムの導⼊検討」に基づき、「公共交通網の再編（交通結節点（サブ含む）の

整備、基幹バスシステムの導⼊、新たな公共交通の導⼊検討など）」を施策として掲げているほ

か、「交通施策⽅針⑥ 交通弱者にも配慮した公共交通のサービス⽔準・利便性の向上」に基

づき、「公共交通の利⽤環境改善（到着案内板整備・快適な乗降・待機場所の整備、利便

性向上の情報発信等）」等を掲げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）第⼆期沖縄市総合交通戦略 （出所）沖縄市交通拠点整備基本構想 
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図表 51 基本⽅針と将来交通ネットワーク 

 
 

(ｳ) 計画等に⽰す具体的な取組についての進捗状況 

・沖縄市は、さらなる中核的役割を果たし、まちの活⼒を創出するための拠点づくりの実現に向け

て、令和 6 年 6 ⽉に沖縄市交通拠点整備基本構想を策定し、沖縄市胡屋・中央地区の交

通拠点（（仮称）胡屋バスターミナル）整備に向け取り組んでいるところ。 

・11 ⽉から 12 ⽉にかけては、胡屋・中央地区交通拠点におけるにぎわい創出の社会実験とし

て、胡屋→古島間の夜間無料バスを⼟⽇に２便運⾏。また、併せて沖縄アリーナでのイベント開

催時には沖縄アリーナから胡屋までのシャトルバスも無料で運⾏。胡屋→古島間の夜間無料バス

は、認知度の⾼まりとともに利⽤者が増え、定員 60 ⼈と 48 ⼈のバスの約 50%は利⽤実績があ

った。特に翌⽇が⽇曜⽇である⼟曜⽇の利⽤が多くみられた。 

・沖縄市では循環バスを運⾏しており、令和 2 年度からは運⾏ルートを２ルートから４ルートに増

加。令和３年度の利⽤者は約 6 万 4,000 ⼈。コロナ禍前の 2 ルート運⾏時の⽔準と同程度だ

が、ルートの増加により北部地域（登川等）や東部地域（泡瀬、⽐屋根等）においてバスの

（出所）沖縄市交通基本計画 
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空⽩地域が解消された。利⽤が最も多いのは⾼齢者で半数近くを占め、障がい者は 12%程度

で推移している。運転免許⾃主返納者は 50 円で利⽤できるため年々増加傾向にあり、令和３

年度は約 13%。学⽣は約 10%程度で推移している。 

 

図表 52 沖縄市交通拠点整備基本構想 

 
 

図表 53 胡屋→古島間夜間無料バスチラシ        図表 54 沖縄市循環バス路線図 

    
（出所）沖縄市 HP （出所）沖縄市 HP 

（出所）沖縄市交通拠点整備基本構想 
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オ 名護市（令和 7 年 1 ⽉ 17 ⽇実施） 

(ｱ) 名護市における公共交通の現状認識 

・平成 25 年北部地域パーソントリップ調査によると、名護市⺠の通勤、業務、私⽤における移

動⼿段は⾃動⾞利⽤が 80%以上となっており、バスの利⽤は 1.1%程度しかない。また、令和３

年度に実施したアンケートの結果では、名護市⺠の約９割が⾃動⾞を主な移動⼿段としており、

⾼校⽣及び⾼専⽣の通学も約７割が⾃動⾞による送迎となっていて、公共交通の利⽤者は⾮

常に少ない。 

・アンケートでは、路線バスのルートやダイヤを知っているとする認知度は約２割と低く、病院や商

業施設の近くまで⾏ける路線バスが少ない等、課題を確認できた。 

・名護バスターミナルは、中⼼市街地から離れており、待合環境も⼗分なものではない。 

・路線バスを運⾏する事業者は運転⼿の不⾜に悩まされており、運転⼿不⾜の影響で名護から

那覇を運⾏していた 77 番（名護東線）と 22 番（名護うるま線）を統合し、名護から屋慶名

までに路線を変更・減便する（令和 7 年 1 ⽉ 19 ⽇から）事態も発⽣している。 

・北部地域の路線バスの多くが補助を受けて運⾏しており、財政負担は年々増加。 

 

図表 55 名護市⺠の移動実態 

 
 

(ｲ) 現状・課題を踏まえた各種⽅針・計画で⽰す⽅向性 

・現在の名護市における社会状況及び公共交通に関する現状や課題を分析し、地域交通のみ

ならず、まちづくり等の地域戦略と⼀体となった望ましい地域公共交通の将来像を明らかにする

「名護市地域公共交通計画」を令和４年３⽉に策定。 

・地域公共交通計画では、「持続可能な公共交通体系の実現」を基本理念に、４つの基本⽬

標とそれに紐づく⽬標と施策を定めた。 

（出所）名護市地域公共交通計画（概要版） 
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（出所）名護市地域公共交通計画（概要版） 
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・交通環境を取り巻く現況及び課題、関連動向等を整理し、整備の必要性と⽅向性を明らかに

した上で、総合交通ターミナルを核としたまちづくりのあり⽅を⽰すものとして、令和５年３⽉に「名

護市総合交通ターミナル整備基本計画」を策定。 

 

図表 56 名護市地域公共交通計画における基本⽬標の設定 

 
 

(ｳ) 計画等に⽰す具体的な取組についての進捗状況 

・「名護市総合交通ターミナル整備基本計画」に基づく名護市総合ターミナルの整備に向け、検

討部会を開催して取組を進めている。第 3 回検討部会（令和 7 年 1 ⽉ 15 ⽇）において整

備イメージを⽰しており、令和 8 年度の事業着⼿を⽬指して検討部会とともに各種調査も実施

していく。 

・名護市コミュニティバスは、現在６台で３路線（循環線、⼆⾒以北線、⽻地・屋我地線）を

運⾏（運⾏は琉球バスに委託）。主な利⽤者である⾼齢者や障がい者、未就学児は運賃を

無料としている。⼀般の運賃は 200 円、⼩・中・⾼校⽣は 100 円。現⾦・OKICA・タッチ決済

が利⽤可能。利⽤内訳は現⾦が約 8 割、OKICA・タッチ決済はそれぞれ 1 割程度。収⽀率は

14%程度。 

・コミュニティバスは毎年の住⺠アンケート調査（無作為抽出）等により需要を確認しながら、年

に 1 回程度、路線の変更を検討。変更にあたっては区⻑を通じて住⺠意⾒を伺い、必要な対応

や⼿続きを進めることとしている。 

（出所）名護市地域公共交通計画（概要版） 
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図表 57 名護市総合交通ターミナル整備⽅針（案） 

 
 

カ 南城市（令和 7 年 1 ⽉ 14 ⽇実施） 

(ｱ) 南城市における公共交通の現状認識 

・南城市は平成 18 年に佐敷町・知念村・⽟城村・⼤⾥村が合併して誕⽣。バス路線網は市内

全域に整備されていたが、那覇バスターミナルを起点に旧 4 町村ごとに路線網が形成されていた

ことから域内（南城市内の各地域を結ぶ）バス路線が不⼗分であり、移動は⾃家⽤⾞が中⼼

となっていた。 

(ｲ) 現状・課題を踏まえた各種⽅針・計画で⽰す⽅向性 

・上記の課題に対応するため、新たなまちづくりにあわせた公共交通の再編を⾒据えつつ、南城市

の公共交通のあり⽅を⽰す「南城市地域公共交通網形成計画」を平成 29 年 3 ⽉に策定し、

「市⺠や観光客の移動を⽀え、促すことで南城市の活性化を図り、さらに、新しいまちづくりを先

導する⾃⽴・持続可能な公共交通体系の構築する」を基本理念として 5 つの基本⽅針と公共

交通再編の考え⽅を整理。 

（出所）第 3 回名護市総合交通ターミナル検討部会資料 
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図表 57 名護市総合交通ターミナル整備⽅針（案） 
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ことから域内（南城市内の各地域を結ぶ）バス路線が不⼗分であり、移動は⾃家⽤⾞が中⼼

となっていた。 

(ｲ) 現状・課題を踏まえた各種⽅針・計画で⽰す⽅向性 

・上記の課題に対応するため、新たなまちづくりにあわせた公共交通の再編を⾒据えつつ、南城市
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交通再編の考え⽅を整理。 

（出所）第 3 回名護市総合交通ターミナル検討部会資料 
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・南城市地域公共交通網形成計画で⽰した公共交通再編の考え⽅を基に、「南城市地域公

共交通再編実施計画」を作成、令和元年 9 ⽉に⼤⾂認定を受け、基本理念の達成に向けて

取り組んでいる。 

 

図表 58 南城市地域公共交通網形成計画における課題と基本⽅針・上位計画との関係 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）南城市地域公共交通網形成計画 
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図表 59 南城市における公共交通網再編のイメージ 

 
 

 

 

（出所）南城市地域公共交通網形成計画 
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図表 59 南城市における公共交通網再編のイメージ 

 
 

 

 

（出所）南城市地域公共交通網形成計画 
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(ｳ) 計画等に⽰す具体的な取組についての進捗状況 

・基本⽅針１「中核地を中⼼に市外にスムーズに移動できる公共交通網を形成する。」 

施策①中核地でのバスターミナルの整備 

→市内に分散していたバス事業者 3 社の営業所を中核地に集約することを⽬指し、沖縄バスが

中核地にある市庁舎に⼊居。他 2 社の営業所から運⾏するバスも南城市役所発着路線があ

り、市内・市外を結ぶ交通結節点としての機能は果たせている。 

・基本⽅針２「中核地等での乗り継ぎによりスムーズに市内を移動できる公共交通網を形成す

る。」 

施策①市内の⽀線バスの運⾏ 

→令和元年 10 ⽉から、中核地である南城市役所を起終点として市内の各地域を結ぶ N バス

を運⾏（R7.1 ⽉現在︓平⽇ 70 便・⼟⽇祝⽇ 55 便）。N バスの利⽤者は、初年度は半期

で 4 万 7 千⼈であったが、令和５年度には年間 18 万 5 千⼈にまで増加しており、令和 6 年

度は年間 22 万⼈の利⽤を⾒込む等、年々増加傾向にある。 

 

図表 60 N バスマップ（2024.4.1） 

 

 

 

（出所）南城市 HP 
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施策④幹線バスと⽀線バスのダイヤの連携 

→⽀線バス（N バス）と幹線バス（路線バス）との乗り継ぎがスムーズにできるよう、交通事業

者とはより密に連携し、保有データ等も活⽤して利便性の⾼いダイヤの連携に取り組む。また、利

⽤者にとって⾏政区域は関係なく、⽣活圏に即した公共交通が重要であることから、今後周辺市

町村とも広域で連携していくことが重要。 

・基本⽅針 3「誰でも気軽に利⽤できる⾝近な移動⼿段を確保する。」 

施策①「おでかけなんじぃ」の継続運⾏ 

→南城市では平成 25 年から（本格運⾏は平成 28 年から）乗合バスの「おでかけなんじぃ」を

運⾏し、交通空⽩地域における交通需要に対応。利⽤者数は、コロナ禍前の年間 2 万 5 千⼈

から近年は 2 万⼈程度で推移し、利⽤者の約 8 割は 75 歳以上の⾼齢者となっている。令和 6

年 10 ⽉には運転⼿確保の問題から運⾏時間⾒直しを⾏ったが、引き続き、利⽤状況を分析

し、移動困難者の移動⼿段確保に努める。 

 

図表 61 おでかけなんじぃ 

 
 

・基本⽅針 3「誰でも気軽に利⽤できる⾝近な移動⼿段を確保する。」に関連した運賃施策等 

→N バスは南城市⺠限定で回数券を販売している（学⽣（⾼校⽣まで）は 10 枚 800 円、

⼀般は 10 枚 1,600 円）。N バスの⽅が路線バスより割安であることから、学⽣にはできるだけ

N バスに乗って市外バスに乗り換える等、移動コストを少なくするような動きもみられる。また、体が

（出所）南城市 HP 
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元気なうちにバスの利⽤習慣を持ってもらう狙いから、期間限定（R5.6.1~R8.3.31）で 65 歳

以上の⾼齢者及び障害者⼿帳を保有する市⺠は無料としている。 

・その他、課題等 

→運転⼿の不⾜による路線バスの減便や、観光の側⾯からは観光客の夜間における移動困難

の状況などがある。また、更なる利⽤促進に向け、若年層に公共交通を⾝近に感じてもらう必要

があるため、令和 6 年度から⼩学⽣を対象とした MM（モビリティマネジメント）教育に係る事業

にこれまで以上に⼒を⼊れ、実施している。 

 

キ 沖縄都市モノレール株式会社（令和 7 年 2 ⽉ 5 ⽇実施） 

(ｱ) 沖縄都市モノレール株式会社の概要・取組等 

・沖縄都市モノレールは平成 15 年に⾸⾥〜那覇空港間（15 駅）を運⾏開始。令和元年に

てだこ浦⻄駅まで区間を延⻑して運⾏。那覇空港駅からてだこ浦⻄駅までの区間は 19 駅

17.0km。 

・運⾏ダイヤは開業当初は 204 本であったが、令和 7 年 2 ⽉現在、平⽇ 284 本、休⽇ 208

本。その他にも、沿線で開催されるイベント等に合わせて適宜臨時ダイヤを組んで対応しており、

観光客が多く来訪する⾦曜⽇は深夜臨時列⾞を運⾏、⼟曜⽇には休⽇増便ダイヤを実施する

等、ニーズに柔軟に対応して運⾏できるよう努めている。 

・また、令和 4 年からは駅コンコースのにぎわい創出及び地元企業との共⽣を⽬的として泡盛、朝

ごはん、観⽉会等をテーマとした「ゆいレールマルシェ」を開催している。 

(ｲ) 都市モノレール事業における現状・課題の認識と対応 

・利⽤者増の点では、学⽣のモノレール活⽤を促進するため、琉球⼤学及び沖縄国際⼤学に⼊

学する学⽣向けのチラシを作成、モノレールとバスの乗継による通学を PR する予定。 

・全国的に⼈⼿不⾜が課題となっている中、従業員の給与の引き上げに加えて、リフレッシュ休暇

の創設や会社幹部と従業員との⼀対⼀での昼⾷による相互理解の促進（サシメシ）、カウンセ

ラーによるストレスケアの実施等、働きやすい環境づくりを進めている。 

・また、技術職の確保も全国的な課題であるため、資格取得による事務職から技術職への転換

を⽀援しているところ。 

・IC カードと切符の利⽤割合は、以前は 4:6 の割合であったが、令和 2 年に suica 等の県外交

通系 IC カードも利⽤できるようになって以降は 7:3 となっている。今後はクレジットカード等でのタ

ッチ決済も検討していく。 

54 
 

 

(ｳ) 県や市町村、路線バス事業者との連携の状況 

・個別具体の事業では他事業者と調整しているが、⾏政やバス事業者との定期的な意⾒交換の

場はなく、公共交通活性化推進協議会等での現場での意⾒確認に留まっている。駅や道路など

管理権限の範囲の問題もあるが、適切に案内できるよう連携して対応したい。 

 

図表 62 ゆいレールマルシェ                図表 63 沖縄県⼈財育成企業認証制度認証書 

     
 

 

ク 沖縄県バス協会（令和 7 年 2 ⽉ 3 ⽇実施） 

(ｱ) 沖縄県バス協会の概要・取組等 

・沖縄県バス協会は、沖縄総合事務局や沖縄県、市町村等の⾏政の⾏うバスの利⽤促進事

業への協⼒や、運転⼿確保に向けた取組を実施。 

・運転⼿確保の点では、今年度は県からの補助を受けてバス運転⼿専⾨の就職イベントである

「どらなび EXPO」にブースを設けて事業者とともに参加した（東京・⼤阪）。来場者の約２割は

ブースに来場していただいたのではないか。スローライフを求めている⽅が多く、離島での就労希望

者が多かった印象。 

(ｲ) 沖縄県内（本島内）における路線バスの現状・課題の認識 

（出所）沖縄都市モノレール株式会社 HP （出所）沖縄都市モノレール株式会社 HP 
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・現在最も課題となっているのは⼈材の確保。有償運⾏にあたり運転⼿に必要となる 2 種免許

の保有者は減少を続けており、20 年前に⽐べて約 35%減少している。 

・従来は年齢（20 歳以上）と運転経歴（⼤型・⼆種は通算 3 年以上）が資格要件であっ

たが、「受験資格特例講習」を受けると年齢（19 歳以上）と運転経歴（1 年以上）に緩和

できるようになった。 

・ただし、当該運転免許を⼀から取得するのには、時間と費⽤がかかってしまう。また、県内に当該

免許を取得できる⾃動⾞学校は６校しかない。 

・運転⼿の⾼齢化が進み、若年層の確保が重要だが、多様な働き⽅が求められている中、働き

⽅改⾰への対応が必要となっている。給与は⼿当を含めた総額ではそこまで低くないという認識だ

が、求⼈では基本給与＋⼿当の形となってしまい、低い印象となってしまっていると思う。 

(ｳ) 現状・課題を踏まえた対応等 

・⼈⼿不⾜の中、働き⽅改⾰にも対応するには採⽤・増員が必要となるため、隔⽉でハローワーク

と連携して体験型説明会を実施。同説明会では、那覇バスターミナルの⾒学や路線バスの試運

転等を体験でき、１回あたり 10 名程度の参加がある。 

・⽇本バス協会は「バス再興 10 年ビジョン」を策定し、運転⼠の待遇改善等を掲げているが、給

与の引き上げ等は各事業者において対応されるものと考えている。 

(ｴ) 県や市町村、沖縄都市モノレールとの連携の状況 

・特に定期的な意⾒交換などは⾏っていない。 

 

 

図表 64 バス再興 10 年ビジョン 

 

 
（出所）⽇本バス協会 HP 
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第４章 抽出した課題の整理  

1. 第 3章で確認した現状と抽出した課題  

第３章で確認した各事項について、現状の確認結果と抽出した課題は以下のとおり。 
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2. 課題類型の整理  

各事項から抽出した課題について、その性質・類似性等を踏まえ、以下のとおり課題類型を⼤きく３つに

整理した。 

 

＜課題類型①＞ 

定時性の向上と運⾏効率化に向けたバス網の再編と関係機関相互の連携等 

※抽出した課題のうち、「交通空⽩地域への対応」については、県内各市町村においてコミュニティバスの

運⾏が⾏われている（参考資料として運⾏状況の⼀覧を巻末に掲載）。 

 

 
 

＜課題類型②＞ 

持続可能な運⾏に向けた取組（利⽤転換の促進・⼈材の育成・確保等） 
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＜課題類型③＞ 

利⽤促進に向けた駅周辺のまちづくりへの寄与と誰もが利⽤しやすい環境の整備 
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＜課題類型③＞ 
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第５章 先進事例の紹介  

1. 定時性の向上と運⾏効率化に向けたバス網の再編と関係機関相互の連携等  

((11)) バス路線の再編に併せたバス乗換拠点施設の整備（⽥名バスターミナル︓神奈川県相模原

市）  

相模原市は、神奈川県の北⻄部にある⼈⼝ 70 万⼈を超える政令指定都市。東京都⼼からは

30km〜60km の距離にあるが、鉄道は市の外縁部を通過しており、⽥名地区には鉄道駅が存在せ

ず、バス交通が主体の地域である。 

同地区の住⺠から公共交通の充実を求める声が多く挙がったことから、相模原市は平成 15 年３⽉

に策定した「相模原市バス交通対策基本計画」に⽥名地区へのバスターミナル設置を盛り込み、⾏政

（役割︓計画策定・ターミナル整備・費⽤負担）、事業者（役割︓路線再編への協⼒）、地域

（役割︓利⽤者ニーズの集約）がそれぞれ役割分担をしながら取組を進め、平成 26 年 4 ⽉に⽥名
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図表 65 ⽥名バスターミナルの事例の概要 

 

 

 

((22)) 駅前空間の再編による各交通⼿段間の接続強化（富⼭駅前バスターミナル︓富⼭県富⼭

市）  

富⼭市は、東京からは北陸新幹線で最短約 2 時間 10 分、⼤阪からは特急と北陸新幹線を乗り継

いで約 2 時間 35 分でアクセスできる距離にあり、JR 線、あいの⾵とやま鉄道線、富⼭地⽅鉄道の鉄

道線及び軌道線が富⼭駅で結節する恵まれた鉄軌道ネットワークが形成されている。他⽅、⾃動⾞交

通への依存度が⾼く、公共交通の利⽤者は減少し、特に路線バスの利⽤者は平成 9 年の 34,028

⼈から平成 26 年の 16,289 ⼈へと半減している状況であった。 

この状況を受け、富⼭市は富⼭市公共交通活性化計画を平成 19 年 3 ⽉に策定。利便性が⼀定

⽔準の鉄軌道とバスを「公共交通軸」として位置付け活性化を図ることとし、富⼭駅の⾼架化に併せて

区画整理を⾏い、駅周辺に分散していたバス停を集約した新たなバスターミナルを駅前広場に整備し、

課題となっていた乗り換え利便性を改善した。また、併せて駅前広場内にバス・タクシー乗り場を配置した

ほか、新たにタクシー・バス案内所を整備し利⽤者の利便性を向上させている。 

出所）バスを中心とした交通結節点に関する参考事例（国土交通省） 
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図表 66 富⼭駅前バスターミナルの事例の概要 

 
 

図表 67 富⼭駅前バスターミナルの整備に伴う乗り場の変更 

 
 

出所）バスを中心とした交通結節点に関する参考事例（国土交通省） 

出所）富山駅前バスターミナルの移転ならびに乗り場変更について（富山地方鉄道株式会社） 
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2. 持続可能な運⾏に向けた取組（利⽤転換の促進・⼈材の育成・確保等）  

((11)) 複数の路線バス事業者による共同経営（熊本県熊本市）  

熊本市では、近郊から市内に乗り⼊れるバス路線が５社競合しており、それに伴うバス⾞両の渋滞や

各社の決済⼿段の違いによる不便さ等の課題があり、令和 2 年度のバス利⽤者数（2,674 万⼈）は

平成 27 年度（2,997 万⼈）に⽐べて 11%減少する等、今後の⼈⼝減少・超⾼齢社会を⾒据えた

公共交通ネットワークの維持・拡充策が必要な状況となっていた。そこで、熊本県・熊本市・事業者がフ

ラットに議論できる体制を構築するため、令和元年 3 ⽉に「熊本におけるバス交通のあり⽅検討会」を発

⾜させ、令和 2 年 1 ⽉には企業間の垣根を越えて連携し、持続可能なバス路線網の構築を⽬指す

「共同経営型の事業形態」への移⾏に合意した。同 4 ⽉に熊本都市バス内に各社と県・市が職員を派

遣して共同経営準備室を設置。翌令和３年３⽉には共同経営推進室に移⾏し、独占禁⽌法特例

法に基づく共同経営認可第１号として、同４⽉１⽇から運⾏を開始した。 

重複路線の最適化や共通定期券の開始、市内中⼼部の均⼀運賃の導⼊などを実施し、運⾏効率

化により令和 3 年度と 4 年度の 2 年間で１億 7,700 万円の収⽀改善効果を実現した（共同経営

推進室試算）。⼀⽅、コロナ禍によるダメージは⼤きく、令和 5 年度のバス利⽤者（2,440 万⼈）はコ

ロナ禍前（令和元年度︓2,674 万⼈）に達していない。令和 6 年度はコロナ禍前と同等の 2,600 万

⼈、令和 12 年度には官⺠連携してコロナ禍時点（令和 2 年度）の２倍の利⽤者を⽬指すこととし、

学校教育における利⽤転換の PR やバス・電⾞無料の⽇の実施など、バスへの利⽤転換に向けた各種

取組を実施している。 

 

図表 68 共同経営推進室の体制 

 
 出所）熊本の路線バス事業者による共同経営について（熊本都市バス株式会社） 
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図表 69 ⽬標値と戦略 

 

 

図表 70 活動概要 

 
出所）日本モビリティマネジメント会議 HP（第 19 回 JCOMM 賞マネジメント賞資料） 

出所）日本モビリティマネジメント会議 HP（第 19 回 JCOMM 賞マネジメント賞資料） 
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((22)) 横浜市交通局の⼈財確保⼤作戦（神奈川県横浜市）  

バスの担い⼿確保が年々困難となる中、横浜市交通局は⼈財の確保を最も重要な経営課題の⼀つ

と捉え、バス・地下鉄の安全運⾏を維持して市⺠の⾜を守れるよう、「⼈財確保⼤作戦」と銘打って令

和 5 年 12 ⽉から待遇改善等の取組を続けている。第 3 弾では、過去最⼤級の⼤幅なベースアップを

全職種で実施したほか、若年層への⽀援を強化した。 

待遇改善の点では、現場で働く職員を対象として平均 7.72%の⼤幅なベースアップを⾏い、初任給

は⽉額 21,000 円以上の引き上げを実施、特に会計年度任⽤職員として研修を受けながら⼤型⼆種

免許を取得する「バス乗務員（養成コース）」では、養成期間中の基本給を 12.6%引き上げるほか、

免許取得費⽤は交通局から助成される。また、第１弾・第２弾では、バス整備員を対象に採⽤５年

⽬まで適⽤される初任給調整⼿当の額を⽉額 2,000 円から⽉額 5,000 円に引き上げたほか、採⽤

から 5 年⽬までの住居⼿当は 19,600 円から 50,000 円に増額する等、継続して取組を推し進めて

いる。 

  

図表 71 横浜市交通局記者発表資料 

 

 

 

出所）横浜市 HP 
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出所）横浜市 HP 
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その他にも、⼈物重視の選考とするために令和６年度の試験からは公務員型の⼀般教養試験及び

作⽂試験を廃⽌して多くの⺠間企業で取り⼊れられている適性検査（SPI）を導⼊したほか、バス乗

務員（⼥性枠）の新設、年齢制限の緩和、過去に交通局を退職した⽅を対象に個別相談や採⽤選

考を⾏うウェルカムバック制度の導⼊等、担い⼿の確保に向けた取組が進められている。 

 

図表 72 ⼈財確保⼤作戦における取組内容 

 

 

3. 利⽤促進に向けた駅周辺のまちづくりへの寄与と誰もが利⽤しやすい環境の整備  

((11)) 駅まちデザインの５原則（国⼟交通省）  

国⼟交通省は、「駅まち再構築事例集（令和 2 年 7 ⽉）」において、「交通結節点の将来像の検

討においては『まちを良くする』視点を⽋かすことはできない」とし、駅、駅前広場、⾃由通路といった交通

結節機能に関する施設を個々に考えるのではなく、周辺街区と連続する「駅まち空間」として⼀体的に

捉え、鉄道事業関係者等と幅広い協議・調整をしながら、柔軟な発想で交通結節点の空間整備、機

能配置を検討する視点が重要と指摘している。 

また、「駅まちデザインの⼿引き（令和 3 年 9 ⽉）」では、利便性・快適性・安全性・地域性の⾼い

ゆとりある「駅まち空間」の形成を⽬指して、関係者が連携してビジョンづくり・計画策定・整備・維持管

理に⾄るまでの⼀連のプロセスに関する考え⽅や進め⽅を「駅まちデザイン」と呼び、「駅まち空間を、これ

からの時代のまちづくりの中核を担い得る場所ととらえること」、「駅まち空間が備えているポテンシャルを最

⼤限効果的に発揮できるようにデザインすること」、「既成市街地の再⽣に向けたリ・デザインの視点や、

出所）横浜市 HP 
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地域の価値を持続的に向上させていくマネジメントの視点を持つこと」、「鉄道事業者、地⽅公共団体、

開発事業者、市⺠等の様々な関係者が『まちを良くする』視点をもって連携し、共有すべきビジョンを明

確にして、空間や機能を⼀体的に捉え、管理運営も含めて柔軟かつ総合的に取り組むこと」が求められ

るとし、駅とまちが上⼿に付き合っていくための５原則を紹介している。 

 

図表 73 駅まちデザインの５原則 

 

 

 

 

 
出所）駅まちデザインの手引き（国土交通省） 
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出所）駅まちデザインの手引き（国土交通省） 
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図表 74 コンパクト・プラス・ネットワークのための計画制度 

 
 

図表 75 社会資本整備総合交付⾦・補助⾦ 

 

出所）公共交通とまちづくりの連携について（国土交通省） 

出所）地域公共交通の「リ・デザイン」に関する制度について（国土交通省） 
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第６章 提⾔  

第 4 章において、沖縄本島内の陸上交通に関する課題を、⼤きく３つに整理した。以下では、各課題に

ついて、必要となる対応を提⾔する。 

 

課題類型①︓定時性の向上と運⾏効率化に向けたバス網の再編と関係機関相互の連携等 

 

 第 3 章の現状の確認では、⼀部路線のサンプル調査ではあるものの、ピーク時にはどの路線においても

終点の到着時間に 9 分以上の遅れがあり、定時性に課題があることが確認できた。各地域の住⺠アンケ

ートからも定時性の課題はバス利⽤における不満の主な要因となっており、利⽤促進に向け、⼤きな課題

となっている。 

 また、本島中南部都市圏にはバス路線が張り巡らされている⼀⽅、本島北部では交通空⽩地域が⽬

⽴つ状況を確認できた。各圏域における公共交通の充実に向け、バス路線の再編や運⾏効率化等、関

係機関が相互に連携して取り組む必要がある。 

 

 
 

これらの課題に必要な対応の１つ⽬として、「各圏域における交通結節点の整備と交通結節点を中⼼

としたバス網の再編」が挙げられる。当然ながら、運⾏距離・停⾞場所が多くなればなるほど、定時性の確

保は困難となっていく。定時性を保つには、各圏域に交通拠点となる交通結節点を整備し、そこを中⼼と

した短距離・多頻度路線を展開していくことが必要である。現在、沖縄市と名護市においては、交通結節

点の整備に向けた検討が進められており、それに併せてバス網の再編も検討・協議されていくであろうことか

ら、今後の展開に期待したい。 

 次に、「バスレーン・基幹急⾏バスの拡充」が挙げられる。那覇市、浦添市、宜野湾市、沖縄市、北中

城村の 4 市 1 村は沖縄県の⼈⼝の約半数が集中するエリアとなっており、中南部都市圏バス網再構築

に向けた総合的かつ⼀体的に取り組む計画として、「地域公共交通総合連携計画」がある。当該計画に

は那覇市と沖縄市の２つの圏域を結ぶ国道 58 号を中⼼とした基幹バスシステムが定められており、現在
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第６章 提⾔  
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旭橋から伊佐間を平⽇朝⼣に限り実施しているバスレーンについて、将来的には全区間を終⽇バスレーン

化することも検討されている。⾃家⽤⾞が乗り⼊れられないバスレーンや停⾞バス停を限定する基幹急⾏

バスは、遅延する要因（⾃家⽤⾞との競合・停⾞によるタイムロス）を物理的に除去することで定時性の

改善が期待できることから、県⺠の定時性への不安を払拭し、利⽤促進を図るために重要な取組である。 

また、定時性の確認における実地調査では、「前乗り・前降り⽅式」や紙幣の両替といった利⽤客の乗

降に係る時間が運⾏の遅れに影響を及ぼしていることも確認できた。例えば、利⽤客の乗り⼝と降り⼝を

分ることで降りる客を待つことなくバスに乗⾞することが可能になるし、タッチ決済の導⼊ができれば、両替に

要する時間を短縮できる。このような取組により、利⽤客の乗降による運⾏の遅れを短縮できないか。 

最後に、「県・市町村の広域的な連携による⽅針・計画の検討と実施」を挙げる。現在の計画は県・市

町村が⾏政区域ごとに計画を策定しているが、南城市ヒアリングでも話があったように、利⽤者にとって⾏政

区域は関係なく、利⽤者⽬線の⽣活圏に即した公共交通が重要である。そのため、⾏政にはその区域に

捉われず、近隣市町村とも広域的に連携して、住⺠⽣活にとって実効性の⾼い施策が展開されることを

期待したい。 

 

課題類型②︓持続可能な運⾏に向けた取組（利⽤転換の促進・⼈材の育成・確保等）  

 

第 3章の現状の確認では、持続可能な運⾏に向け、その採算性に課題があることが確認できた。特に

路線バスは、昭和 60年に⽐べて利⽤者が約 72.4%も減少している。利⽤者の減少から収⽀が悪化し、

バス路線のサービスレベルの低下に繋がるという悪循環に陥っており、早急に⾃家⽤⾞から公共交通への

利⽤転換を推し進めていく必要がある。持続可能な運⾏の観点からは、⼀時的な利⽤ではなく、継続的

な利⽤者を獲得することが⾮常に重要である。 

また、路線バス運転⼿の待遇は、他の類似業務を担う事業者や県外路線バス事業者の待遇と⽐較

して、決して良い条件とはいえない。⼈⼿不⾜はサービスレベルの低下に直結するため、持続可能な運⾏

に向け、給与や休暇制度等の待遇改善により⼈材の育成・確保を図る必要がある。 
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これらの課題に必要な対応の１つ⽬として、「通勤・通学における⾃家⽤⾞から公共交通への利⽤転

換の啓発・機運醸成」を挙げる。通学における⾃家⽤⾞での送迎は沖縄県における渋滞の要因の⼀つと

されており、第 3 章で確認したとおり、実際に⼩中学⽣の約 3 割が⾃家⽤⾞での送迎により通学してい

る。また、その親も⾃家⽤⾞での通勤のついでという動機で送迎がなされると考えられるため、通勤・通学の

双⽅において公共交通への利⽤転換を進めていく必要がある。令和 6 年 9 ⽉に県が実施した「わった~バ

ス感謝祭 乗りほ〜DAY」では、期間中の⽔・⼟のバス料⾦を無料にしたが、平⽇は⾼齢者、休⽇は学

⽣の利⽤が増えたとされており、通勤・通学における継続利⽤への効果は限定的であったと考えられる。今

後、同取組が継続されるかは不明だが、単に無料とするのではなく、通勤・通学における継続利⽤者の増

加にターゲットを絞り、通勤・通学定期の料⾦を引き下げる等、継続利⽤者の増加を図ることがより効果

的ではないか。新たに公共交通への利⽤転換を促すにあたっては、進学、就職、転職といったライフステー

ジの変化のタイミングで移動⼿段の選択肢のひとつとして検討してもらうことが必要であり、事業の効果を最

⼤限に⾼めるためには、ライフステージの変化が決まるタイミング（進学・就職で次のステージが決まってくる

1 ⽉〜3 ⽉など）でのターゲットへの適切なアナウンスも重要となる。 

また、上記の対応に併せて、「利⽤促進の必要な駅・バス停の周辺店舗とタイアップした取組」を⾏うこと

で、公共交通への利⽤転換の効果を地域経済にも波及させることができる。「わった~バス感謝祭 乗りほ

〜DAY」においても実施されたが、⼀時的なイベントでは効果は限定的であり、継続的な取組が求められ

る。 

次に、必要な対応の３点⽬として、「利⽤者⽬線のわかりやすい乗り継ぎ案内」が挙げられる。実地調

査で確認したとおり、那覇バスターミナルなどの⼀部を除き、バス間またはバスとモノレール間における乗り継

ぎの案内は⼗分ではない。周辺を通過する他社バスへの乗り継ぎ案内がないということも⾒られた。利⽤

者にとってはどこの事業者であるかは重要ではなく、利⽤促進に向けては、利⽤者⽬線に⽴ち、どの⽅⾯へ

⾏くにはどのバス路線に乗り継げばよいのかをわかりやすく、⽬に留まりやすい場所に案内を表⽰することが

必要ではないか。 

最後に、「バス運転⼿等の待遇改善と担い⼿のエンゲージメントの向上」を挙げる。第 3 章で確認したと

おり、県内外の同業者と⽐較して低い給与⽔準の向上はもちろんのこと、特に年間休⽇数をはじめとする

待遇改善が必要である。また、従業員のエンゲージメントの向上を図り、やりがいを持って業務に取り組める

よう、成果を上げた従業員に報いる仕組みなど、環境を整備する必要がある。 
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査で確認したとおり、那覇バスターミナルなどの⼀部を除き、バス間またはバスとモノレール間における乗り継
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課題類型③︓利⽤促進に向けた駅周辺のまちづくりへの寄与と誰もが利⽤しやすい環境の整備 

  

  第 3 章の現状の確認では、駅別の乗客者数の推移から、商業施設が隣接または近接している駅ほど

乗客数が増加していることが確認できた。公共交通機関の利⽤者を増やすためには、駅等の交通結節点

周辺のまちづくりによる賑わいの創出が重要である。  

 また、バス・モノレールともにバリアフリー法に応じた利⽤環境の整備に取り組んでおり、施設や乗務員にお

ける対応等、⼯夫がなされている。このような取組も継続していく必要がある。 

 
 

これらの課題に必要な対応として、「⾏政、運⾏事業者、住⺠、その他関係機関を巻き込んだ交通結

節点を中⼼とした住みよく賑わいのあるまちづくりの議論・検討」と「⾞両・施設における誰でも利⽤しやす

く、安全安⼼な環境の整備」を挙げる。まちづくりの議論・検討には、⾏政や運⾏事業者のみならず、そこ

に住む住⺠をはじめ、あらゆる主体が関わる必要がある。そのため、⾏政や運⾏事業者はオープンハウス

（PI 活動の⼀環として、パネル展⽰や資料配布等により計画やその進め⽅に関する情報を提供する場

のこと）やニューズレター、実証実験等を通じて住⺠等へ情報を発信し、住⺠等はその機会に積極的に関

わり、意⾒を伝え、施策に盛り込んでいくことで、丁寧な PI ⼿法を通じたまちづくりが達成されるものと考え

る。 

また、その議論・検討の過程で、⾼齢者や障がい者をはじめとする⽅々からの意⾒もしっかりと取り⼊れ

ていき、誰でも利⽤しやすい安全・安⼼な環境の整備が進むことを期待する。 

 

 内閣府沖縄総合事務局のヒアリング概要にも記載したとおり、令和 6 年 9 ⽉ 19 ⽇に「沖縄交通リ・デ

ザイン官⺠共同宣⾔」が発出された。この宣⾔の趣旨は、沖縄において⼤きな課題となっている公共交通

について、他⼈事ではなく、沖縄に住まう⼈々皆が⾃分ごととして真剣に捉え、その改善に向けて⾏動して

いくことでよりよい社会をみんなで作っていこうというものである。 

 今後、沖縄がどう変わっていくかは我々の意識と⾏動次第であり、住みよい社会に向け、県⺠⼀⼈ひとり

の覚悟と実践が問われている。 
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結びに  

 

沖縄では，⼩学校児童の時から送迎での登校が多く，中・⾼校⽣ではさらにその割合が増加し，⼤

学⽣になると免許と⾃家⽤⾞を保有して⾃ら⾞で通学しています。そして社会⼈になり，当たり前のように

⾃家⽤⾞で通勤しています。道路平均幅員は全国 2 位という状況であり，近年でも臨港道路浦添線と

国道 58 号浦添拡幅により，浦添市内 58 号は従来の 6 ⾞線から 12 ⾞線へと強化されているにも関わ

らず，那覇都市圏全体としての渋滞は悪化し続けています。 

沖縄総合事務局の資料によると，宜野湾・中城断⾯での１⽇の交通量は，国道 58 号（バイパス

含む）・330 号・329 号および沖縄⾃動⾞道で 23 万台となっており，これは静岡市付近での東名⾼

速・新東名⾼速・国道１号・150 号の 18 万台をはるかに超えています。⼈⼝分布や経済活動からみ

て，沖縄は明らかな⾃家⽤⾞の使い過ぎだと考えられます。 

⼀⽅，バス運転⼿の減少による運⾏本数の減少や運⾏廃⽌が続いています。SDGs やインクルーシブ

社会の重要性が認識される中，誰もが安価に移動できる⼿段であるはずの公共交通が，その存続⾃体

が危ぶまれる状況となっています。このことは，県⺠の社会参加の機会を奪っていると解釈することもできま

す。特に，県⺠⼀⼈当たり所得の低さや⼦どもの貧困が社会問題となっている状況下において，⾞という

⾼額かつ利⽤時間割合が低い乗り物を各⾃で保有することが前提の社会が形成されてきています。 

沖縄県でも，「誰⼀⼈取り残さない社会」の形成が謳われています。この実現のためには，公共交通

の存続は必要不可⽋な要件だと考えられます。バス運転⼿の減少に鑑みれば，また沖縄県内の労働⽣

産性の低さを考慮すれば，軌道系公共交通を含めた定時性が確保された専⽤空間を⾛⾏する公共交

通も必要になるでしょう。これらの実現のためには，県⺠が⾃分事として，将来の⾃分が必要になるかもし

れない移動⼿段を確保するための取り組みを真剣に考える時が来ていると思います。 

 

国⽴⼤学法⼈琉球⼤学           

⼯学部 教授 神⾕ ⼤介      
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結びに  

 

沖縄では，⼩学校児童の時から送迎での登校が多く，中・⾼校⽣ではさらにその割合が増加し，⼤

学⽣になると免許と⾃家⽤⾞を保有して⾃ら⾞で通学しています。そして社会⼈になり，当たり前のように

⾃家⽤⾞で通勤しています。道路平均幅員は全国 2 位という状況であり，近年でも臨港道路浦添線と

国道 58 号浦添拡幅により，浦添市内 58 号は従来の 6 ⾞線から 12 ⾞線へと強化されているにも関わ

らず，那覇都市圏全体としての渋滞は悪化し続けています。 

沖縄総合事務局の資料によると，宜野湾・中城断⾯での１⽇の交通量は，国道 58 号（バイパス

含む）・330 号・329 号および沖縄⾃動⾞道で 23 万台となっており，これは静岡市付近での東名⾼

速・新東名⾼速・国道１号・150 号の 18 万台をはるかに超えています。⼈⼝分布や経済活動からみ

て，沖縄は明らかな⾃家⽤⾞の使い過ぎだと考えられます。 

⼀⽅，バス運転⼿の減少による運⾏本数の減少や運⾏廃⽌が続いています。SDGs やインクルーシブ

社会の重要性が認識される中，誰もが安価に移動できる⼿段であるはずの公共交通が，その存続⾃体

が危ぶまれる状況となっています。このことは，県⺠の社会参加の機会を奪っていると解釈することもできま

す。特に，県⺠⼀⼈当たり所得の低さや⼦どもの貧困が社会問題となっている状況下において，⾞という

⾼額かつ利⽤時間割合が低い乗り物を各⾃で保有することが前提の社会が形成されてきています。 

沖縄県でも，「誰⼀⼈取り残さない社会」の形成が謳われています。この実現のためには，公共交通

の存続は必要不可⽋な要件だと考えられます。バス運転⼿の減少に鑑みれば，また沖縄県内の労働⽣

産性の低さを考慮すれば，軌道系公共交通を含めた定時性が確保された専⽤空間を⾛⾏する公共交

通も必要になるでしょう。これらの実現のためには，県⺠が⾃分事として，将来の⾃分が必要になるかもし

れない移動⼿段を確保するための取り組みを真剣に考える時が来ていると思います。 

 

国⽴⼤学法⼈琉球⼤学           

⼯学部 教授 神⾕ ⼤介      
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参考資料（県内市町村におけるコミュニティバス・デマンドバスの運⾏状況（令和 7 年 1 ⽉末現在）） 

県内各地で交通空⽩地域への対応としてコミュニティバスやデマンドバスが運⾏している。地域ごとの運⾏状

況は以下のとおり（各市町村 HP 等で確認・整理。）。なお、県内市町村の地域別の分類については、県企

画部市町村課 HP の「市町村⼀覧」を参考に整理（宮古・⼋重⼭地域以外の離島は「その他離島」として

整理。）。 

【北部】 
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参考資料（県内市町村におけるコミュニティバス・デマンドバスの運⾏状況（令和 7 年 1 ⽉末現在）） 

県内各地で交通空⽩地域への対応としてコミュニティバスやデマンドバスが運⾏している。地域ごとの運⾏状

況は以下のとおり（各市町村 HP 等で確認・整理。）。なお、県内市町村の地域別の分類については、県企

画部市町村課 HP の「市町村⼀覧」を参考に整理（宮古・⼋重⼭地域以外の離島は「その他離島」として

整理。）。 

【北部】 
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【中部】 

 

 

【南部】 
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【宮古】 

 
 

【⼋重⼭】 

 
 

【その他離島】 
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○ 沖縄県産業連関表による公共投資の波及効果分析
  　-特に沖縄公庫住宅融資を中心にして-

創刊号(S 56. 3)

○ 沖縄の住宅事情と需要の動向 創刊号(S 56. 3)

○ 昭和５７年度設備投資計画調査報告 2 (S 56. 7)

○ 沖縄公庫の融資効果の評価と今後の方向 -沖縄公庫モデルを中心とした計量分析- 2 (S 56. 7)

○ 沖縄のホテル業界の現状と課題 3 (S 57. 3)

○ 沖縄県経済の現状と工業振興の方向 4 (S 57. 8)

○ 昭和５８年度設備投資計画調査報告 4 (S 57. 8)

○ 沖縄県主要企業の財務行動 4 (S 57. 8)

○ 昭和５８・５９年度設備投資計画調査報告 5 (S 58. 8)

○ 沖縄の工業開発と技術集積 6 (S 59. 3)

○ 沖縄県における食肉加工業 6 (S 59. 3)

○ 昭和５９・６０年度設備投資計画調査報告 7 (S 59. 8)

○ アメリカの地域開発　-いくつかの事例を中心に- 7 (S 59. 8)

○ 昭和５９・６０年度設備投資計画調査報告（昭和５９年１０月調査） 8 (S 60. 1)

○ ２１世紀沖縄の経済・社会構造と政策課題の提案 8 (S 60. 1)

○ 昭和６０・６１年度設備投資計画調査報告（昭和６０年９月調査） 9 (S 60. 12)

○ 昭和６０・６１年度設備投資計画調査報告（昭和６１年３月調査） 10 (S 61. 7)

○ 復帰特別措置の体系的検討 10 (S 61. 7)

○ 昭和６１・６２年度設備投資計画調査報告（昭和６１年９月調査） 11 (S 62. 2)

○ 規制緩和下における沖縄の航空体制の課題 11 (S 62. 2)

○ 昭和６１・６２年度設備投資計画調査報告（昭和６２年３月調査） 12 (S 62. 6)

○ 動向調査  沖縄の主要産業－昭和６１年度の動向と見通し－ 13 (S 62. 11)

○ 地域産業トピックス
　　水　産　急成長を遂げるも市況悪化への対応に迫られる車エビ養殖
　　流　通　中規模店化が進む小売業
　　　　　　　環境変化への対応を迫られる婦人服店
　　　　　　　急成長下、経営戦略が問われる中古車業界
　　　　　　　需要低迷と価格低下で厳しさ増すガソリンスタンド
　サービス 質的変化が著しい飲食業界
　　　　　　　振興事業に着手した美容業界
　　　　　　　リゾート型参入で新展開が見込まれる県内ゴルフ場
　　　　　　　過当競争に突入したスイミングスクール

13 (S 62. 11)

○ データ解説  昭和６１年度個人住宅資金（一般住宅・建売住宅）利用者調査報告 13 (S 62. 11)

○ 開発調査    沖縄のリゾート開発の課題と開発資金の検討 13 (S 62. 11)

○ 昭和６２・６３年度設備投資計画調査報告（昭和６２年９月調査） 14 (S 62. 12)

○ 昭和６２・６３年度設備投資計画調査報告（昭和６３年３月調査） 15 (S 63. 6)

○ グアム・サイパン市場差別化策の検討 16 (S 63. 8)

○ 動向調査  沖縄の主要産業－昭和６２年度の動向と見通し－ 17 (S 63. 11)

○ 地域産業トピックス
　　製 造　市場環境の変化と技術革新が著しい印刷業界
　　小 売　変貌する鮮魚店、食肉店の需要環境
　　サービス　新たなサービスのあり方を探る理容業界

17 (S 63. 11)

○ データ解説  昭和６２年度個人住宅建設資金利用者調査報告 17 (S 63. 11)

○ 昭和６３・平成元年度設備投資計画調査報告（昭和６３年９月調査） 18 (S 63. 12)

○ 沖縄県の住宅需要動向 19 (H 1. 4)

○ ハワイリゾートの現状と沖縄のリゾート開発の課題  ―ハワイリゾート調査報告書― 20 (H 1. 4)

○ 昭和６３・平成元年度設備投資計画調査報告（平成元年３月調査） 21 (H 1. 6)

○ 動向調査 　沖縄の主要産業の動向-昭和63年度の動向を中心に 22 (H 1. 12)

「「公公庫庫レレポポーートト」」既既刊刊目目録録

  [[数数字字はは号号数数、、((　　))はは発発行行年年月月]]
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○ 地域産業トピックス
　　不動産賃貸　空室率が高い沖縄の貸ビル
　　サービス　　沖縄県内の人材派遣業
　　自動車分解整備業の概要

22 (H 1. 12)

○ データ解説
　　昭和６３年度個人住宅建設資金利用者調査報告
　　労働生産性が低い県内製造業（工業統計調査より）

22 (H 1. 12)

○ 平成元・２年度設備投資計画調査報告（平成元年９月調査） 22 (H 1. 12)

○ 沖縄洋ラン切花生産の実態･本土市場調査 23 (H 2. 3)

○ タイ国の熱帯果樹農業の現状と輸出産業としての地位
　　―沖縄県の有望作目としての熱帯果樹産業に関する調査―

23 (H 2. 3)

○ データ解説
　　平成元年度個人住宅建設資金利用者調査報告

24 (H 2. 7)

○ 平成元・２年度設備投資計画調査報告（平成２年２月調査） 24 (H 2. 7)

○ 沖縄県におけるバイオマス資源活用産業  ―新規胎動産業を探る― 25 (H 2. 8)

○ 地域産業トピックス
　　琉球ガラス産業界の現況
　　成長著しい県内の生花小売業
　　県内水産加工業の生産状況
　　競合厳しい県内クリーニング業

26 (H 3. 3)

○ 平成２・３年度設備投資計画調査報告（平成２年９月調査） 26 (H 3. 3)

○ データ解説  平成２年度個人住宅建設資金利用者調査報告 27 (H 3. 7)

○ 平成２・３年度設備投資計画調査報告（平成３年３月調査） 27 (H 3. 7)

○ 沖縄県の観光土産品店 28 (H 4. 1)

○ 平成３・４年度設備投資計画調査報告（平成３年９月調査） 28 (H 4. 1)

○ データ解説　　平成３年度個人住宅建設資金利用者調査報告 29 (H 4. 8)

○ 平成３・４年度設備投資計画調査報告（平成４年３月調査） 29 (H 4. 8)

○ 平成４・５年度設備投資計画調査報告（平成４年１０月調査） 30 (H 5. 2)

○ データ解説  平成４年度マイホーム新築資金利用者調査報告 31 (H 5. 9)

○ 平成４・５年度設備投資計画調査報告（平成５年３月調査） 31 (H 5. 9)

○ 平成５・６年度設備投資計画調査報告（平成５年９月調査） 32 (H 6. 2)

○ 平成５・６年度設備投資計画調査報告（平成６年３月調査） 33 (H 6. 7)

○ 正念場を迎えるエステティック業界 34 (H 6. 8)

○ 泡盛製造業の現況について 34 (H 6. 8)

○ 需要低迷下生産性の向上が求められる生コン業界 35 (H 6. 9)

○ 沖縄県の花卉農業 35 (H 6. 9)

○ 沖縄県の伝統工芸産業 35 (H 6. 9)

○ データ解説
　　平成５年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成５年度マンション購入資金利用者調査報告

36 (H 6. 10)

○ 沖縄のデンファレ（切花）について 37 (H 6. 10)

○ 生産性の向上と新しい生産技術への対応が求められる印刷業界 37 (H 6. 10)

○ 貸アパート業実態調査 38 (H 6. 11)

○ 沖縄県のプレハブ住宅の現状について 38 (H 6. 11)

○ 競争激化が進む中で経営体質強化が求められる建設業 39 (H 6. 12)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成６年９月調査） 39 (H 6. 12)

○ インドネシア・バリ島リゾートの現状 40 (H 7. 2)

○ マンゴー栽培の現状と産地形成に向けての課題 41 (H 7. 3)

○ 総合産業への変容が求められる５００万人時代の沖縄観光 42 (H 7. 3)

○ 県内製糖業の現状 43 (H 7. 3)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成７年３月調査） 44 (H 7. 5)

○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 45 (H 7. 8)
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○ 県内駐車場業の現状と課題 46 (H 7. 9)

○ データ解説
　　平成６年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成６年度マンション購入資金利用者調査報告

47 (H 7. 9)

○ 平成６・７年度設備投資計画調査報告（平成７年９月調査） 48 (H 7. 12)

○ 薬草加工販売業の現状と課題 49 (H 8. 1)

○ 新規開業の実態 50 (H 8. 1)

○ 持家取得実態調査 51 (H 8. 3)

○ 「わしたショップ」―拠点方式による県産品のマーケティング― 52 (H 8. 5)

○ 平成７・８年度設備投資計画調査報告（平成８年３月調査） 53 (H 8. 6)

○ 沖縄県におけるタラソテラピー事業可能性の検討　(フランス・タラソテラピー業界視察報告) 54 (H 8. 6)

○ 沖縄での展開が有望なタラソテラピーについて 54 (H 8. 6)

○ 県内小売業の現状 55 (H 8. 7)

○ データ解説
　　平成７年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成７年度マンション購入資金利用者調査報告

56 (H 8. 7)

○ 沖縄の養蜂 57 (H 8. 8)

○ 平成７・８年度設備投資計画調査報告（平成８年９月調査） 58 (H 8. 12)

○ 県内レンタカー業の現状
―大規模な規制緩和のもと、更なる発展が見込まれる県内レンタカー業―

59 (H 9. 1)

○ 県内貸ビル業の現状
　　―空室率が高い沖縄の貸ビル―

60 (H 9. 2)

○ マイホーム新築資金住宅の建設実態 61 (H 9. 3)

○ 車エビ養殖業の現状と課題
―全国一の生産県となるも市況悪化への対応が迫られる車エビ養殖業界―

62 (H 9. 4)

○ 台湾の中小企業とＯＥＭ 63 (H 9. 5)

○ 平成８・９年度設備投資計画調査報告（平成９年３月調査） 64 (H 9. 6)

○ データ解説
　　平成８年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成８年度マンション購入資金利用者調査報告

65 (H 9. 10)

○ 公庫住宅資金利用者に係る耐久消費財等購入実態調査 66 (H 9. 10)

○ 平成８・９年度設備投資計画調査報告（平成９年９月調査） 67 (H 9. 12)

○ 廃棄物リサイクル産業の現状と課題 68 (H 10. 6)

○ 平成９・１０年度設備投資計画調査報告（平成１０年３月調査） 69 (H 10. 6)

○ 沖縄の産業振興とマルチメディア 70 (H 10. 7)

○ データ解説
　　平成９年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成９年度マンション購入資金利用者調査報告

71 (H 10. 10)

○ 平成９・１０年度設備投資計画調査報告（平成１０年９月調査） 72 (H 10. 12)

○ 平成９年度ホテル経営状況 73 (H 10. 12)

○ ダイビング業界の現状と課題 74 (H 11. 3)

○ 平成１０・１１年度設備投資計画調査報告（平成１１年３月調査） 75 (H 11. 8)

○ 平成１０・１１年度設備投資計画調査報告（平成１１年９月調査） 76 (H 11. 12)

○ 平成１０年度ホテル経営状況 77 (H 12. 2)

○ 新規開業の現状と創業支援 78 (H 12. 5)

○ 沖縄観光の構造転換に向けた整備課題　　―ハワイを比較軸として― 79 (H 12. 7)

○ １９９９・２０００年度設備投資計画調査報告（２０００年３月調査） 80 (H 12. 8)

○ １９９９・２０００年度設備投資計画調査報告（２０００年９月調査） 81 (H 12. 12)

○ データ解説
　　平成１１年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１１年度マンション購入資金利用者調査報告

82 (H 13. 1)

○ 台湾アグロインダストリー調査報告 83 (H 13. 3)

○ １９９９年度ホテル経営状況 84 (H 13. 3)
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○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年３月調査） 85 (H 13. 5)

○ 地方都市の水産物市場と水産業の振興
　　―自由な市場と消費の拡大―

86 (H 13. 7)

○ ２０００・２００１年度設備投資計画調査報告（２００１年９月調査） 87 (H 13. 12)

○ マンションの維持管理に関する調査報告 88 (H 14. 1)

○ 台湾情報通信産業調査報告 89 (H 14. 2)

○ ２０００年度ホテル経営状況 90 (H 14. 3)

○ 県内ホテルの経営課題と改善に向けた方向性 90 (H 14. 3)

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年３月調査） 91 (H 14. 6)

○ データ解説
　　平成１３年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１３年度マンション購入資金利用者調査報告

92 (H 14. 11)

○ ２００１・２００２年度設備投資計画調査報告（２００２年９月調査） 93 (H 14. 12)

○ ２００１年度ホテル経営状況 94 (H 15. 7)

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年３月調査） 95 (H 15. 8)

○ ２００２・２００３年度設備投資計画調査報告（２００３年９月調査） 96 (H 16. 1)

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年３月調査） 97 (H 16. 6)

○ データ解説
　　平成１４年度マイホーム新築資金利用者調査報告
　　平成１４年度マンション購入資金利用者調査報告

98 (H 16. 7)

○ ２００２年度ホテル経営状況 99 (H 16. 8)

○ ２００３・２００４年度設備投資計画調査報告（２００４年９月調査） 100 (H 16. 11)

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年３月調査） 101 (H 17. 6)

○ ２００４・２００５年度設備投資計画調査報告（２００５年９月調査） 102 (H 17. 11)

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年３月調査） 103 (H 18. 9)

○ 泡盛業界の現状と課題
　－最近の泡盛・もろみ酢の動向を中心に－

104 (H 18. 10)

○ ２００５・２００６年度設備投資計画調査報告（２００６年９月調査） 105 (H 18. 12)

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年３月調査） 106 (H 19. 9)

○ ２００６・２００７年度設備投資計画調査報告（２００７年９月調査） 107 (H 19. 11)

○ バイオエタノールの現状
 －ＪＥＴＲＯ・ブラジルバイオエタノールミッション報告－

108 (H 20. 3)

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年３月調査） 109 (H 20. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状 110 (H 20. 7)

○ ２００７・２００８年度設備投資計画調査報告（２００８年９月調査） 111 (H 20. 11)

○ ２００７年度県内主要ホテルの稼動状況 112 (H 20. 12)

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年３月調査） 113 (H 21. 6)

○ ２００８・２００９年度設備投資計画調査報告（２００９年９月調査） 114 (H 21. 12)

○ 沖縄県内ホテルのホスピタリティ向上への取り組み状況
２００８年度県内主要ホテルの稼動状況

115 (H 22. 3)

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年３月調査） 116 (H 22. 6)

○ ２００９年度県内主要ホテルの稼動状況 117 (H 22. 7)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１０ 118 (H 22. 9)

○ ２００９・２０１０年度設備投資計画調査報告（２０１０年９月調査） 119 (H 22. 11)

○ 沖縄県内の「道の駅」と「農産物直売所」 120 (H 23. 4)

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年３月調査） 121 (H 23. 6)

○ ２０１０年度県内主要ホテルの稼働状況
東日本大震災による県内主要ホテルへの影響

122 (H 23. 7)

○ ２０１０・２０１１年度設備投資計画調査報告（２０１１年９月調査） 123 (H 23. 11)

○ 平成２２年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 124 (H 24. 4)
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○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年３月調査） 125 (H 24. 6)

○ ２０１１年度県内主要ホテルの稼働状況
八重山主要ホテルの稼働状況

126 (H 24. 10)

○ ２０１１・２０１２年度設備投資計画調査報告（２０１２年９月調査） 127 (H 24. 11)

○ 沖縄：新たな挑戦　経済のグローバル化と地域の繁栄
　世界の目を沖縄へ、沖縄の心を世界へ

128 (H 25. 2)

○ OKINAWA: THE CHALLENGES AHEAD THRIVING LOCALLY
IN A GLOBALIZED ECONOMY
"AS THE EYES OF THE WORLD FOCUS ON OKINAWA
 OKINAWA OFFERS ITS HEART TO THE WORLD"

129 (H 25. 2)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年３月調査） 130 (H 25. 6)

○ ２０１２年度県内主要ホテルの稼働状況 131 (H 25. 9)

○ ２０１２・２０１３年度設備投資計画調査報告（２０１３年９月調査） 132 (H 25. 12)

○ 平成２４年度  沖縄公庫教育資金利用者調査報告 133 (H 26. 5)

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年３月調査） 134 (H 26. 6)

○ 世界自然遺産登録を活かした奄美・琉球の地域活性化策
（やんばる地域・西表島編）～持続可能な地域づくりに向けて～

135 (H 26. 6)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１３年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　シティホテルの長期稼動状況からみた今後の取組
　第三部　県内の宿泊特化型ホテルの動向分析

136 (H 26. 10)

○ ２０１３・２０１４年度設備投資計画調査報告（２０１４年９月調査） 137 (H 26. 11)

○ 「人手不足の影響と人材確保の取組」に関する調査報告 138 (H 27. 4)

○ 「沖縄の６次産業化認定企業の現況と今後の取組」に関する調査報告 139 (H 27. 5)

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年３月調査） 140 (H 27. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状２０１５ 141 (H 27. 10)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１４年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　新石垣空港開港に伴う八重山地域主要ホテルの稼働状況

142 (H 27. 11)

○ ２０１４・２０１５年度設備投資計画調査報告（２０１５年９月調査） 143 (H 27. 11)

○ 平成26年度　沖縄公庫教育資金利用者調査報告 144 (H 28. 3)

○ 「インバウンドの影響とその取組」に関する調査報告 145 (H 28. 3)

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年３月調査） 146 (H 28. 6)

○ ２０１５・２０１６年度設備投資計画調査報告（２０１６年９月調査） 147 (H 28. 11)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１５年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　沖縄県内主要ホテルの人手不足に関する調査報告

148 (H 28. 12)

○ 「沖縄における若年雇用問題 －ミスマッチを生む意識構造の分析を中心に－ 」
に関する調査報告

149 (H 29. 2)

○ 定住・交流人口の維持・増加に向けた考察
　第一部　沖縄への移住意向に関する調査報告
　第二部　沖縄の離島観光に関する意識調査報告

150 (H 29. 5)

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年３月調査） 151 (H 29. 5)

○ 県内主要ホテルの動向分析
　第一部　２０１６年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　リーマンショック直前からの長期推移

152 (H 29. 10)

○ ２０１６・２０１７年度設備投資計画調査報告（２０１７年９月調査） 153 (H 29. 11)

○ 拡大する沖縄経済の下で深刻化する人手不足
　～県内企業への影響と課題への対応～

154 (H 30. 1)

○ 県内小規模企業実態調査報告 155 (H 30. 5)

○ ２０１７・２０１８年度設備投資計画調査報告（２０１８年３月調査） 156 (H 30. 6)

○ 教育資金と進学意識に関する調査結果
　　第一部　平成２８年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第二部　進学に対する親と学生の意識調査

157 (H 30. 6)

○ 沖縄公庫取引先からみた泡盛メーカーの現状と課題について 158 (H 30. 7)
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○ ２０１７・２０１８年度設備投資計画調査報告（２０１８年９月調査） 159 (H 30. 11)

○ 県内主要ホテルの動向分析 160 (H 31. 3)
　第一部　２０１７年度県内主要ホテルの稼働状況
  第二部　県内主要ホテルの改装動向

○ ２０１８・２０１９年度設備投資計画調査報告（２０１９年３月調査） 161 (R 1. 6)

○ ２０１８・２０１９年度設備投資計画調査報告（２０１９年９月調査） 162 (R 1. 11)

○ ２０１８年度県内主要ホテルの稼働状況 163 (R 1. 12)

○ 平成３０年度　沖縄公庫教育資金利用者調査 164 (R 2. 3)

○ ２０１９・２０２０年度設備投資計画調査報告（２０２０年３月調査） 165 (R 2. 6)

○ ２０１９・２０２０年度設備投資計画調査報告（２０２０年９月調査） 166 (R 2. 12)

○ 沖縄県内の物流需給バランスの現状と将来推計について 167 (R 3. 3)

○ 沖縄公庫取引先の事業承継に関する実態調査 168 (R 3. 3)

○ ２０１９年度県内主要ホテルの稼働状況 169 (R 3. 6)

○ コロナ禍における自治体経営の状況と今後の展望 170 (R 3. 6)

○ 「コロナ禍における旅行者の動向と沖縄が取り組むべき事項」に関する調査
　第一部　「コロナ禍における日本人旅行者の動向と沖縄が取り組むべき事項」
            に関する調査報告
　第二部　「コロナ禍における訪日外国人旅行者の意向と沖縄が取り組むべき事項」
             ～DBJ・JTBFアジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査
　　　　　　（２０２０年度　新型コロナ影響度　特別調査）より～

171 (R 3. 6)

○ ２０２０・２０２１年度設備投資計画調査報告（２０２１年３月調査） 172 (R 3. 6)

○ ２０２０・２０２１年度設備投資計画調査報告（２０２１年９月調査） 173 (R 3. 10)

○ ２０２０年度県内主要ホテルの稼働状況 174 (R 3. 11)

○ 新型コロナウイルス感染症の県内景況に及ぼす影響について 175 (R 4. 2)

○ 令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者調査報告
　　第一部　令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者調査
　　第二部　令和２年度　沖縄公庫教育資金利用者意識調査

176 (R 4. 3)

○ ポストコロナ時代に向けた自治体経営の状況と今後の展望 177 (R 4. 5)

○ コロナ禍における日本人・訪日外国人の沖縄旅行に関する調査
　第一部　コロナ禍における日本人の沖縄旅行に関する調査(２０２１年版)
　第二部　コロナ禍における訪日外国人旅行者の意向調査　【沖縄版】
              ～DBJ・JTBFアジア・欧米豪訪日外国人旅行者の意向調査
              (第２回 新型コロナ影響度 特別調査)より～

178 (R 4. 5)

○ 「ポストコロナ時代における沖縄観光のあり方」に関する調査
～これからの“旅行牽引世代”の意向を踏まえた観光（観光地）とは～

179 (R 4. 6)

○ ２０２１・２０２２年度設備投資計画調査報告（２０２２年３月調査） 180 (R 4. 6)

〇 ２０２１・２０２２年度設備投資計画調査報告（２０２２年９月調査） 181 (R 4. 11)

〇 ２０２１年度県内主要ホテルの稼働状況 182 (R 5. 1)

〇 ポストコロナ時代における沖縄観光の二次交通に関する調査
～レンタカーを利用しない観光客のニーズから考える移動手段～

183 (R 5. 6)

〇 コロナ禍からの再始動に向けた日本人・訪日外国人の沖縄旅行に関する調査
　第一部　コロナ禍における日本人の沖縄旅行に関する調査（2022年度版）
　第二部　訪日外国人旅行者のサステナブルツーリズムへの意向と沖縄観光について

184 (R 5. 6)

〇 県内都市公園の現況と課題に関する調査 185 (R 5. 6)

〇 2022・2023年度  設備投資計画調査報告（2023年3月調査） 186 (R 5. 6)

〇 沖縄振興計画に沖縄公庫が果たしてきた役割
～政策金融にみる20年間（平成14～令和3年度）の沖縄振興～

187 （R5.7）

〇 2022年度県内主要ホテルの稼働状況
　第一部　2022年度県内主要ホテルの稼働状況
　第二部　（寄稿）人手不足が県内宿泊施設の稼働に与える影響の試算

188 （R5.10）

〇 2022・2023年度  設備投資計画調査報告（2023年9月調査） 189 （R5.11）

〇 日本人・訪日客の沖縄旅行に関する調査（2023年版）
　第一部　日本人の沖縄旅行に関する調査
　第二部　訪日客の沖縄旅行に関する調査

190 （Ｒ6.6）

〇 サステナブルツーリズムの実現に向けた日本人観光客の意向調査 191 （Ｒ6．6）
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〇 「住宅確保に関する現状と課題」に関する調査 192 （Ｒ6．6）

〇 2023・2024年度  設備投資計画調査報告（2024年3月調査） 193 （Ｒ6．6）

〇 2023・2024年度  設備投資計画調査報告（2024年9月調査） 194 （Ｒ6．11）

〇 2023年度県内主要ホテルの稼働状況 195 （Ｒ6．12）

〇 統計資料でみる沖縄県内物流の現状 196 （Ｒ7．2）

〇 教育資金と県民の大学等進学への課題に関する調査報告 197 （Ｒ7．3）

〇 沖縄におけるソーシャルビジネスの現況 198 （Ｒ7．5）

〇 沖縄本島内における陸上交通の現状と課題 199 （Ｒ7．6）
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